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Ⅰ 産業施策に関する人材育成強化検討事業の概要 

 

１ 目的 

技術革新や産業構造の変化等を見据えつつ、イノベーションや生産性の向上につなが

る分野について、専門的なスキルや職業能力開発手法等を調査・検討し、職業訓練に反

映させていくことで、今後の神奈川が求める人材の育成を図る。 
 

２ 内容 

(１) 意識調査の実施 

設定したテーマについて、関連する県内の企業数社からヒアリングを行った後、アン

ケート調査を実施し、企業の実情や、実現に求められる要素等の把握に努めた。 
企業アンケート調査は、産業構造の変化や技術革新の進展を見据え、戦略的に人材を

育成することを目的として、職業能力開発手法等を調査するものであり、アンケート先

企業の適切かつ公平な選定や客観的なデータ集計のため、委託により実施した。 
(２) 職業能力開発手法の検討 

調査結果をもとに、有識者・企業代表者等で構成する検討組織において、職業能力開

発手法を検討し、報告書をまとめた。 

(３) 報告書の公表、訓練カリキュラムへの反映 

報告書をホームページ等で公開・周知し、企業での活用を促すとともに、職業技術校

等におけるセミナーや訓練カリキュラムへ反映する。 

 

３ 検討体制 

(１) 産業施策に関する人材育成強化検討会 

年４回開催、有識者・企業代表者等５名 

(２) 作業部会 

オンライン会議にて、職業能力開発手法等を検討。 

※（１）(２)ともに事務局は、産業人材課。 

  

 

参考：（資料１）産業施策に関する人材育成強化検討会設置要綱 

参考：（資料２）「令和４年度産業施策に関する人材育成強化検討会」構成員及び検討内容 
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Ⅱ 令和４年度の取組 

１ 設定テーマ 

社会全体のＤＸの加速化が見込まれる中、令和２年度に県内の中小製造業企業等に実

施したアンケートでは、図面の電子化・販売管理のクラウド化や遠隔保守など「製造業

のＤＸとして取り組んでいる」または「今後取り組む予定の事業がある」と回答があっ

た反面、これに対応可能な人材の量及び質については 60%以上の事業者が「大幅に不足

している」「やや不足している」という回答であった。 

これらのことから、令和４年度においては、「製造業におけるＤＸ」を検討テーマとし

て取り上げ、ものづくり現場におけるＤＸを推進するための訓練カリキュラムを開発す

ることとした。 

 

 

 

 

２ 調査の概要 

(１) 企業ヒアリング (事前調査) 

①目的： 企業へのアンケート調査に向けた事前調査として企業ヒアリングを行った。 

②対象： 県内に事業所を置く製造業企業３社、情報通信業企業２社 

③実施期間： 令和４年７月 11 日～10 月７日 

④結果概要： 製造業企業の事業所からは、社内全体の業務を把握し、さらにデジタル 

技術を兼ね備えた人材が必要である反面、そのような人材の育成・確保が 

困難であることが挙げられた。 

       情報通信業企業からは、経営者層の理解を得ること、コミュニケーショ

ン能力を高めることが必要であることが挙げられた。 
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〈ヒアリング結果〉 

【製造業企業】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

項目 Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

事業内容

自動車用検査装置の設計製作、

自動溶接組立設備の設計製作、

リチウムイオン電池製造装置設

計製作

高精密小物プレス加工、メタル

シーリング部品、ファスナー部

品、自動車関連部品サプライ

ヤー、アセンブリー部品、溶接・

カシメの複合技術

各種電源装置・受配電装置・制

御装置・無停電装置・通信関連

機器・付帯板金製作及び付帯関

連する一切の業務

従業員数 112名 160名 145名

うちデジタル技術者 専従２名、兼務３名 兼務含めて約20名 ０名

ＤＸの取組状況

受発注、原価計算、財務処理、

Webコミュニケーション（Teams

等）、MA(マーケティング オー

トメーション)

7,8年前からIoT活用プロジェク

トを立ち上げている。

2017年にDXプロジェクトを立ち上

げた。

従来型の仕事から定性的なものを

捨てて、定量的にまとめる。

データベース化。シミュレーショ

ンを行い、リアリティを追求。

DXにより過去のデータから行う素

材革新を解決する。

2022年4月　DX情報センターを設

立、同時にIPAのDX認証を受け

る。

新人５名はDX情報センターに１年

間所属し、OJTで仕事を学ぶ。

現状のシステムが10年経過し、

現状の生産形態とあっていない

ためシステムの入替を検討して

いる。

現状、システムからデータを取

り、各担当がエクセルへエクス

ポートして必要な生産量等を決

めている。

今後の取組予定

RPA適用領域拡大

できることを掘り出して適用す

る。

データの抽出の効率化だけでは

なく、その次の作業も効率化す

ることを目指している。

対サイバーセキュリティ（アメリ

カを参考に）

これまでの受注状況から受注予

測をし、予測に基づく必要な部

品の先回り発注、適切な在庫管

理。

DX取組の課題 費用対効果

開発速度

2025年までにDXからGXへ予定して

いるが、DXを導入するにあたり時

間が不足している。

デジタル技術者がいないため、

業者にすべてお願いしている状

況。出来上がったシステムとこ

ちらの要求が乖離する可能性も

あると考えられる。

不足しているデジタ
ル技術

認識できていない（社内からは
見えない）。

ローカル5G導入技術　国の精度が
整っていない。

製造等の業務とデジタル技術

を兼ね備えた人材がいない。

ソフトウェアを開発するにして

も会社の全体像がわかってい

ないとできない。

不足している人材

（能力面）

認識できていない（社内からは

見えない）。

感じていない。しかし、今の範疇

を広げて例えばVR等のバリエー

ション展開するためにはその方面

の技術者が必要

採用においてデジタル技術につ

いては不問としている。

今後展開する予定の

事業等

IoT、AI、自律ロボット等の自動

化技術
GX(エネルギー革新)

ロボットや自動搬送への発展が

考えられる。

事業展開を検討する

上で必要なデジタル
技術

画像検査の精度向上、AIの

チューニング
特になし

当社の強みはロボットなどでは
なく人が組立てなければならな

いような業務であり、なかなか

難しい。
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デジタル技術者の確

保や人材育成の課題

デジタル技術に取り組む専用職

員に係る人件費と、それに見

合う業務の効率化ができている

か検証が必要である。

兼務している場合は、デジタル
技術でない部分の仕事との割

合をどの程度にすればよいか決

めきれていない。

社内ネットワークからインス

トール、バックアップに至るま

で社内のすべての作業が出来

るようになって欲しい。

思ったように育たない。ま

た、育つまでに時間がかか

る。

熟練者に経験と浅い若年者を組

ませて作業しているが、熟練者

の技術等の伝達は、受け手の

資質による部分が多く費用対

効果を測りにくい。

従来型の仕事をする人が技能技術

型のDXに関与しないように仕事を

仕分けなければならない。

常にデジタルの仕事があると

は限らないので、デジタル人

材での正規採用は難しい。

色々な部門があり様々な開発案

件があるなら別だが、今回はシ

ステム導入時のみに必要では

ないかと考えている。

業務量が読めない。

人材確保の状況

（新卒の場合）

特になし

入社後２～３年で適性を見て判

断する。

毎年約５名

短大卒（大学は問わず）

根っから英語が好きであること

特になし

デジタル技術の知識も重視して

いない。

人材確保の状況

（中途採用の場合）

採用できていない。

組み込み開発者　システム開発

をトータルで見渡せる人材を希

望。

会長のラフスケッチからシステム

設計ができる。

データ集積から連結させるスキル

を持っている。

話が通じやすい。

設計業務以外は条件を定めてい

ない。

派遣、契約社員の活

用について

活用していない。

全て正社員で対応。

活用していない。

全て正社員で対応。

一定数・一定期間採用する場合

がある。

新入社員の育成（研

修）方法について

社内研修

新入社員、若手社員は全てOJT

社内研修

OJT、DXセンターでの研修

週１回の会長のセミナー

資格取得としてITパスポート、そ

の次に基本情報技術者試験を奨励

外部委託

必要に応じて受講している。

中堅社員に対する研
修等について

特になし

社内研修

外部に希望する研修なし。

外部委託

研修受講予定は特になし。
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【情報通信業企業】 

 
 

 

項目 Ｄ社 Ｅ社

発注企業の事業内容
自治体、国民健康保険団体連合会、第3セクター、

労働保険事務組合、社会保険労務士法人
未回答

DX案件受注件数 ８件 年３～４件

デジタル案件のうち

DX案件受注件数割合
約２％ 10％未満

DX案件の受注開始時期 2019年頃 2019年頃

DX案件の相談後が受注に

至らなかった件数
24件 未回答

受注に至らなかった理由

DX(RPA)への取組みを担当者（または経営者）が希

望するが、経営層（または現場担当者）の理解

が得られずにDX計画が中断する。

経営層が変化を恐れる。

発注側にデジタル技術（クラウドやアジャイル）の

知識が不足していたため

発注企業の窓口担当者数 １～２名 ２～３名

発注企業の担当者が持つ

ITスキルの見込み
オフィスソフトの使いこなし程度 応用技術者相当以上

交渉する上で、発注企業

の担当者に求める能力

アナログ人間力（コミュニケーション力、折衝能

力、現場の業務に興味がある方）

従来のITがおぼつかない状態でDXに進むのは困難。

まずは足元の技術を固めることが必要。

システム要件を挙げることができる知識。

提案に対して良し悪しが判断できる能力。

業務フローについても理解している。

発注企業のDX取組状況 取り組んでいない。

物流関係の企業では取組が進んでいる。

機械設計分野もCAD図面を営業がタブレットなどで

参照して客先説明に活用している。

発注企業が希望するDXの

取組（依頼）

業務効率化、ルーチンワークの効率化、AI OCR等の

活用

紙媒体からデジタルに移行するにあたり、情報の共

有化、流れの整理・連携、インフラの整備

DXの取組にあたり、発注

企業の考える課題

業務に存在する非効率（紙、データの2度打ち等）

の解消

ローカル単位で管理されているデータを標準化した

フォーマットに展開すること

DXの推進に必要と思

われること

デジタル技術者へのアプロー

チの前に、経営層へアプロー

チする必要がある。

DX推進者は、全体の業務フロー

及び個々の実作業の両方に精
通している必要がある。ただ

し、そのような人材は少ない。

DXの問題は各企業及び業務形態

により異なる。

講習会の講師は、概論はいると

思われるが、各論では現場経験

者が必要となる。

DXの取組において、自社の立ち

位置を把握する必要がある。

「デジタルツールの使い方」

が先行すると、方法が目的に

なり、失敗する恐れがある。

技能技術型は情報の感性を持ち必

要なツールが見つかるかが鍵

で、こうあるべきと言う凝り固

まった考えを柔軟にする必要が

ある。

研修を受講する場合、初心者で

あるため、１～２日では無意味

なのではないかと考えている。

まずは入門から、例えばExcelで
マクロを組むような研修が必要

かもしれないと考えている。
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発注企業のDXに取り組む

際の人材育成に関する課

題

費用対効果

人材不足及び効果が不明であること。

導入教育は実施しており評価されている。

　

基礎的な知識が不足しているとサービスを活用しき

れない。

製造業におけるDXの取組

で、現在不足していると

考えるデジタル技術

これまでに対応した顧客の範囲では、特になし

システム全体が分かっている必要がある。また、シ

ステム構築の経験が必要となる。

製造業の受注は少なく、自動車メーカーの場合だ

と、それ相当の技術者が配置されている。

製造業がDXを進めるため

に不足していると考える

人材

周囲の人の協力を取り付けるコミュニケーション力

自動車メーカーは充足している。

発注する側も勉強しているので、ある程度の知識が

ある。

製造業がDXを進めるにあ

たり、推進したいデジタ

ル技術

RPA

技術を忘れないために、RPAに適用できる案件を継

続的に処理する必要がある。

オンプレミスからパブリッククラウド、データセン

ターへの展開とその際のセキュリティ対策

クラウド：AWS、Google Cloud

OutSystemsによるローコード開発

発注企業から相談のあっ

た、人材育成のための研

修内容

RPAシナリオ作成研修

ITリテラシーがない人でもわかるような内容を希望

未回答

デジタル技術やDXに関す

る業務の受注にあたり、

受講した技術研修

ハンズオンセミナー

ツール製造元の認定研修

社内でTeamsを利用して、Google Cloudやインフラ

開発を希望者が受講している。

オンラインコンテンツとして保存もしている。資格

の取得を推奨し奨励金なども出している。

今後受講が必要と考える

技術研修

RPAと相性の良いツールの情報受講

コミュニケーション研修

（発注企業の潜在要求を掴むために必要）

AIOCRやチャットボット、自動画面作成などのRPAの

次にくる技術

特になし

製造業におけるDXの推進

に必要と思われること

相談を受けた際に、「今やっていることがDXであ

る」ということもある。そのような気付きを示

すためにも、コンサルティング時にコミュニケー

ション力が必要。

RPAは比較的敷居が低いが、Excel等のベースプロ

グラムのフリーズによっても動作しなくなる。導入

には良し悪しを理解する必要がある。

業務改善における課題の中にIT戦略や企画力をつ

ける。

未回答
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（２）企業アンケート調査 

①目的 

本事業の令和４年度の検討テーマである「製造業におけるＤＸ」において、ＤＸに

取り組む中小製造業企業及び中小製造業企業のＤＸを支援する情報通信業の企業にア

ンケート調査を実施し、中小製造業企業がＤＸを推進するために必要な人材を育成す

るカリキュラムに求められる要素を把握することを目的とする。 

 

②対象企業 

・神奈川県内に事業所を置く製造業の中小企業の中から400社を抽出。 

・情報通信業企業のうち、日本国内においてＤＸコンサルティング事業を行う企業の中から 

100社を抽出。 

 

③実施期間 

令和４年 10 月 11 日～12 月６日 

 

④実施方法 

民間調査会社にアンケート用紙の発送、回収、データ集計までを委託により実施。 

（委託先：株式会社 東京商工リサーチ） 

 

⑤アンケート内容 

 アンケート内容は資料３及び資料４のとおり 

 

⑥アンケート回答状況 

 分野 製造業 情報通信業 
送付企業 400 社 100 社 
回答企業 112 社（うち有効数 109 社） １社 
回答率 28.0％（有効回答率 27.3％） １％ 

 

  



－ 8 － 
 

（参考）発送先等の業種別内訳 ※回答数の( )は無効回答数（内数） 

大分類 中分類 小分類 発送数 回答数 

製造業 

 

18 プラスチック製品 

製造業 

181 プラスチック板・棒・管・継手・異形

押出製品製造業 
20 ２ 

182 プラスチックフィルム・シート・ 

床材・合成皮革製造業 
４ １ 

183 工業用プラスチック製品製造業 10 ４ 

184 発泡・強化プラスチック製品製造業 ５ ０ 

189 その他のプラスチック製品製造業 12 １ 

19 ゴム製品製造業 193 ゴムベルト・ゴムホース・工業用ゴム

製品製造業 
１ １ 

24 金属製品製造業 242 洋食器・刃物・手道具・金物類製造業 ３ １ 

243 暖房・調理等装置,配管工事用附属品

製造業 
１ ０ 

244 建設用・建築用金属製品製造業（製缶

板金業を含む) 
22 １ 

245 金属素形材製品製造業 23 ４ 

246 金属被覆・彫刻業，熱処理業（ほうろ

う鉄器を除く） 
19 ４ 

248 ボルト・ナット・リベット・小ねじ・

木ねじ等製造業 
３ １ 

249 その他の金属製品製造業 10 ５ 

25 はん用機械器具 

製造業 
252 ポンプ・圧縮機器製造業 11 ４ 

253 一般産業用機械・装置製造業 16 ４ 

259 他のはん用機械・同部分品製造業 21 ９(２) 

26 生産用機械器具 

製造業 
261 農業用機械製造業（農業器具除く） １ １ 

262 建設機械・鉱山機械製造業 ６ ２ 

263 繊維機械製造業 １ １ 

264 生活関連産業用機械製造業 10 ５ 

265 基礎素材産業用機械製造業 11 ４ 

266 金属加工機械製造業 24 14(１) 

267 半導体・ＦＰＤ製造装置製造業 ７ ５ 

269 他の生産用機械・同部分品製造業 22 ７ 

27 業務用機械器具 

製造業 
271 事務用機械器具製造業 ２ ０ 

272 サービス用・娯楽用機械器具製造業 ７ １ 

273 計量・測定・理化学機械等製造業 19 ４ 

274 医療用機械器具・医療用品製造業 ９ ３ 

275 光学機械器具・レンズ製造業 ２ １ 

28 電子部品・デバイス・ 

電子回路製造業 
282 電子部品製造業 ３ ２ 

284 電子回路製造業 14 ２ 

289 その他の電子部品・デバイス・電子回
路製造業 

27 ３ 

29 電気機械器具製造業 292 産業用電気機械器具製造業 ６ ３ 

31 輸送用機械器具 

製造業 
311 自動車・同附属品製造業 37 ６ 

312 鉄道車両・同部分品製造業 ４ ２ 

313 船舶製造・修理業，舶用機関製造業 ４ １ 

314 航空機・同附属品製造業 １ １ 

建設業 08 設備工事業 081 電気工事業（※機械製造有） １ １ 

卸売業、
小売業 

54 機械器具卸売業 541 産業機械器具卸売業（※機械製造有） １ １ 

合計 400 112(３) 
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⑦「産業人材の育成強化に関するアンケート調査」の主な回答結果 

＜製造業企業＞ 

回答を集計するにあたり、従業員数 20 人を境界として２つに分けて集計しカリキュラムを検討  

した。これは、従業員数が少ない企業では、従業員ごとの職務分担が明確にならない可能性がある   

と考え、その影響を検討するためであった。しかし検討を進めた結果、企業のＤＸを推進するため 

の人材育成カリキュラムに求められる要素に、企業の従業員数による違いは見られなかった。 

 

【有効回答企業の従業員数別の分布、平均年齢及び平均勤続年数】 

  従業員数別の企業数 

5 人未満 5～9 人 10～19 人 20～29 人 30～49 人 50～99 人 100 人～ 

5 10 17 15 29 19 14 

 

従業員平均年齢 

従業員数 回答数 20 歳代 30 歳代 40 歳代 50 歳代 60 歳代 

20 人以上 66 0 8 45 11 2 

20 人未満 31 0 0 15 14 2 

 

従業員平均勤続年数 

従業員数 回答数 1～3年 4～7 年 8～11 年 12～15年 16～19年 20～23年 24年以上 

20 人以上 63 0 8 24 16 11 3 1 

20 人未満 28 4 5 9 3 1 4 2 

 

（以下の回答結果は、資料編 資料３から抜粋） 

【デジタル化の推進度について（次の業務に用いる手段）】 
・社外との連絡 

  

・社外への書類送付 

 

コミュニケーションツール

電子メール

電話

44 (57.1%)

76 (98.7%)

69 (89.6%)

14 (43.8%)

31 (96.9%)

31 (96.9%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

オンラインストレージ

電子メール

郵送

19 (24.7%)

76 (98.7%)

70 (90.9%)

11 (34.4%)

32 (100%)

28 (87.5%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）
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・社内会議、打合せ 

 
【ＩＴに携わる技術者の状況について】 
１．デジタル技術従事者の有無 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
２．システム管理者の有無 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．経営全体を統括する部門の従業員数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

オンライン

対面

40 (51.9%)

75 (97.4%)

11 (34.4%)

32 (100%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）
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４．会社全体の業務フローを見渡せる統括者の人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．「４．統括者」のうち、デジタル技術の知識を有する人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．「１．デジタル技術従事者」または「２．システム管理者」と「３．統括部門の従事者」または 

「４．統括者」を兼務する者 
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【ＤＸの推進度】 
１．ＤＸの取組について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．ＤＸの推進の仕方（予定を含む） 
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３．RPA ツールの活用 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．クラウドの利用 

 
５．ＤＸの取り組みに向けた課題 

資料等のデータをクラウドに保存している

データ以外にアプリケーションソフト等もクラ

ウドのものを利用している（SaaSの利用）

取引業者とのデータの送受信に利用している

利用していない

32 (56.1%)

10 (17.5%)

11 (19.3%)

17 (29.8%)

11 (61.1%)

5 (27.8%)

6 (33.3%)

6 (33.3%)

0 10 20 30 40

20⼈以上（57社）
20⼈未満（18社）

対費用効果が見えない

メリットがわからない

最初の取り組み対象がわからない

社内の取り組む意識が弱い

その他

23 (41.1%)

7 (12.5%)

15 (26.8%)

24 (42.9%)

10 (17.9%)

7 (46.7%)

4 (26.7%)

3 (20%)

8 (53.3%)

4 (26.7%)

0 5 10 15 20 25 30

20⼈以上（56社）
20⼈未満（15社）
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６．ＤＸの取り組みに向けて不足しているもの 

 
 
＜情報通信業企業＞（資料編 資料４から抜粋） 

DX を導入する企業の技術・技能者に必要な能力・技術の習得について、必要とされる研修内容や、 
職業技術校等のスキルアップセミナーで実施するとよいと考える内容 

 
 

（３）カリキュラム開発の方向性 

調査結果を分析した結果、ＤＸの推進に必要なカリキュラムの開発の方向性を次の

とおりとした。 
 

  〇ＤＸは全社戦略に基づいて推進する必要がある。 
  〇社全体のＤＸの取組意識を強くするために、ＤＸ推進役が必要である。 
  〇スモールスタートによる段階的なデジタル化が有効である。 
  〇ＤＸ推進役に求められる能力として、「業務全体の理解」「作業内容の把握」「情報処 

理能力」がある。 
  〇幹部社員等がＤＸ推進役となる場合、自社の戦略に適用できるデジタル技術を見極 

めることができるようになることが必要である。 
  〇デジタル技術者がＤＸ推進役となる場合、業務プロセスの見直しと IT をどうつなぐ

かを見通すことができるようになることが必要である。 
  〇全社戦略に基づきＤＸを推進するために、一般社員はＤＸに関連したアプリケ  

ーションを使いこなすことができるようになること（ＤＸリテラシーの習得）が必 
要である。 

  〇ＤＸの推進に必要な基礎知識が必要である。 
  〇ＤＸ推進役にはコミュニケーションスキルが必要である。 
  〇人工知能等をＤＸ推進活用する場合、企業により適用範囲が大きく異なることから、

個別支援を行いながら導入することが効果的である。そのため、人工知能などの応

用技術よりも広く企業で活用できるツールを用いたカリキュラムの開発が望ましい。 

人材

技術

費用

見つからない

その他

46 (80.7%)

31 (54.4%)

19 (33.3%)

5 (8.8%)

1 (1.8%)

11 (64.7%)

6 (35.3%)

9 (52.9%)

2 (11.8%)

3 (17.6%)

0 10 20 30 40 50 60

20⼈以上（57社）
20⼈未満（17社）

ＤＸの技術や知識等よりも、現状の自社内の問題点や課題、要求事項（なぜ、何をやりたいか）

を正確に把握し、社内外の関係者に伝えるためのコミュニケーションスキルの向上に努めること

が、必要な研修であると考える。 
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Ⅲ 職業能力開発手法の検討及び開発 
１ 検討及び開発概要 

（１）社内でのＤＸ推進役の育成と一般社員のＤＸリテラシーの習得 

社内でのＤＸを推進するにあたり、旗振り役となる社員が必要となるが、その社員に

は全社的な業務の把握と、デジタル技術を理解する能力が要求される。両者の能力を備

えた人材を育成する方法は二通りあり、一つは幹部職員にデジタル技術活用の効果を説

くことであり、もう一つはデジタル技術者に業務フローの分析とそれに基づく改善提案

が行える知識を身に付けてもらうことである。これらカリキュラムを開発することに加

え、一般社員のＤＸに関連するリテラシーの底上げを図り、全社的にＤＸを推進して取

組が成功できることを目指す。 
 
（２）訓練のモデルカリキュラムの構成 

P.16 の図は、全社的な取組としてＤＸを推進するための企業内の体制と、該当する人

材に対して推進するために必要な研修内容を体系的に示したものである。 

まず、業務改善の糸口を探すための業務分析手法を習得するカリキュラムを設定し、

デジタル技術者を対象とした。そして、「事例体験編」と「自社改善編」に分け、受講者

の業務フローの理解、把握度に応じて受講できるようにした。 

次に、デジタル技術の中でもＤＸの入門ともいうべきＲＰＡを習得するカリキュラム

を設定した。このカリキュラムは幹部職員もデジタル技術者も対象となるが、幹部職員

には、プログラムの微細な解説は不要な為、用意したスクリプトを実行する体験レベル

に留め、よりデジタル技術の応用例の解説などに力を入れることで、自社での活用が想

像できるようにした「幹部向け」として分けた。 

さらに、ＤＸを全社的に推進するために、一般社員のＤＸリテラシー習得のため、取

引先企業とのオンライン会議や、クラウドを用いたファイル交換などの能力を身に付け

るカリキュラムとして、クラウドとコミュニケーションツールの使い方講座を設定した。 

以上のカリキュラムをそれぞれの対象者が受講することで、全社的にＤＸを推進する

ことができる構成とした。 
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図 企業のＤＸ推進体制とカリキュラムの関係 
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２ 訓練のモデルカリキュラム（シラバス） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

②ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座～製造業向けハンズオンセミナー～ 

③製造業ＤＸに活用できる業務フローの検討講座（事例体験編） 

④製造業ＤＸに活用できる業務フローの検討講座（自社改善編） 

①ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座～マネージャー向けハンズオンセミナー～ 

⑤初めてでも安心！製造業対象クラウドとコミュニケーションツールの使い方講座 
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＜ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座の対象者別講座内容の比較＞ 

  

概　　　要

○Power Automate for Desktopを用い
たフロー作成に必要な要素（変数、制
御構造（分岐、ループ））やアクショ
ンを習得する。
○実務を想定した例題をもとに実践的
なフローを作成する。
○RPAの有効性と活用方法を検討する素
養を身に付ける。

単位・セミナー名 ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座　～製造業向け～

対　象　者 デジタル技術者幹部、マネージャー

○Power Automate for Desktopを用い
たフローの実行をとおしてRPAのメリッ
トと使いどころを習得する。
○RPAの有効性を理解した上でリスク管
理につなげる。

RPAの効果の確認 3h
（Excelの活用）

課題演習 1h
（応用）

課題演習 3h
（応用）

各カリキュラムの
アプローチの違い

講義と実習の時間数
（45分を1ｈとする）

講義6.5ｈ 実習9.5ｈ

実習の時間配分と順序

PADの基礎演習 3h
(アクションと制御構造)

フロー作成演習 3.5ｈ
（Excelの活用）

講義9h 実習7h

PADの基礎演習 3h
(ゴールイメージの確認)

座学の内容等

カリキュラムのゴールイメージ・

習得できる内容等

実習の内容、進め方等

○DXの基礎知識

○RPA概要

○RPA適用事例

○RPAツールの導入方法

○Excelでのデータ活用

○Excelとの連携

○RPA応用・課題演習

主にツールの使い方中心

の実習

○RPAツールの理解

○RPAツールの導入

○RPAツールの操作法、活用法

○セキュリティ対策

カリキュラムのゴールイメージ・

習得できる内容等

座学の内容等

実習の内容、進め方等

○DXの基礎知識

○RPA概要

○RPA適用事例

○RPAツールの導入方法

○データ活用術

○RPA応用・課題演習

DX推進のヒントとなりそ

うな題材について、体験

を中心とした実習

○RPAツールの理解

○RPAの位置づけ

○リスク管理

○自社のＤＸ推進イメージ
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【モデルカリキュラム①】 

 
 

  
(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

時間

1. DXの基礎知識 (1) DXの定義 講義1.0h

(2) DX取組の対象

(3) DX推進の体制 計1h

2. RPA概要 (1) RPAとは（定型業務の自動化） 講義3.0h

　 RPA適用事例 (2) RPAツールの適用事例

(3) RPAのメリットとデメリット、RPAツールの比較 計3h

3. RPAツールの導入方法 (1) PAD(Power Automate for Desktop)の特徴と導入方法 講義1.0h

（フローの作成、編集） (2) 操作方法 実習3.0h

(3) サンプルの実行から動作やフローを学ぶ

・シナリオの作成

・RPA処理の実行と確認

・シナリオの修正と編集方法

・自動記録によるシナリオ作成

(4) UI要素の操作 計4h

4. データ活用術 (1) Excelデータの抽出・加工、転記 講義1.0h

(2) Excelとアプリケーション（既存システム）との連携 実習3.0h

(3) ブラウザからExcelへの転記、Webスクレイピング 計4h

5. RPA応用 (1)
RPA処理が終了したら、報告メールを自動作成し、プッシュ
通知を実行

講義1.0h

課題演習 (2)
材料の価格情報をインターネットから取得し、Excelの一覧
表に自動反映

実習1.0h

(3) 在庫管理ファイルとの連携、製造個数予測等 計2h

6. RPAとデジタルツール (1) RPA導入の体制及び組織 講義2.0h

(2) RPA以外のDX推進に活用できるデジタルツール（AI等）

(3) RPAのリスク管理 計2h

講義 9.0h 実習 7.0h 計 16h (1h=45分)

(1)

(2) Power Automate for Desktop

(3)

使用器具類

PC

Microsoft Excel

仕上がり像

DXについて理解できる。

RPAについて理解できる。

社内の業務自動化をイメージできる。

訓練目標

RPAの得手不得手を理解できる。

RPAツールの導入をイメージすることができる。

DX導入時にRPAの位置づけを理解できる。

単位認定・確認方法 演習を通じてRPAについて理解し、自社のＤＸ推進をイメージできること。

教科の細目 内　　　　　　容

受講前提条件

企業内で使用しているソフトウェアについて知っている。

Excelの基本操作ができる。

情報系の基礎的リテラシーを所有している。

単位・セミナー名 ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座～マネージャー向けハンズオンセミナー～

訓練対象者 ＤＸの取組を検討する幹部、マネージャー
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【モデルカリキュラム②】 

 
 

  
(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(3)

時間

1. DXの基礎知識 (1) DXの定義 講義1.0h

(2) DX取組の対象

(3) DX推進の体制 計1h

2. RPA概要 (1) RPAとは（定型業務の自動化） 講義1.0h

　 RPA適用事例 (2) RPAツールの適用事例

(3) RPAのメリットとデメリット、RPAツールの比較 計1h

3. RPAツールの導入方法 (1) PAD(Power Automate for Desktop)の特徴と導入方法 講義1.0h

（フローの作成、編集） (2) 操作方法 実習3.0h

(3) トリガー、アクション、変数、テキスト操作、フロー制御等

・シナリオの作成

・RPA処理の実行と確認

・シナリオの修正と編集方法

・自動記録によるシナリオ作成

・エラー時の対処法、例外処理

(4) UI要素の操作、印刷 計4h

4. Excelでのデータ活用 (1) Excelデータの抽出・加工、転記 講義0.5h

(2) ファイル操作 実習1.5h

(3) CSVの読み込み、書き出し 計2h

5. Excelとの連携 (1) Excelとアプリケーション（既存システム）との連携 講義1.0h

(2) ブラウザからExcelへの転記、Webスクレイピング 実習2.0h

(3) RPAによる各種書類の自動作成 計3h

6. RPA応用 (1)
RPA処理が終了したら、報告メールを自動作成し、プッシュ通
知を実行

講義1.0h

課題演習 (2)
材料の価格情報をインターネットから取得し、Excelの一覧表
に自動反映

実習3.0h

(3) 在庫管理ファイルとの連携、製造個数予測等 計4h

7. RPAとデジタルツール (1) RPAの活用方法 講義1.0h

(2) RPA以外のDX推進に活用できるデジタルツール（AI等）

(3) セキュリティ対策 計1h

講義 6.5h 実習 9.5h 計 16h (1h=45分)

(1)

(2) Power Automate for Desktop

(3)

受講前提条件

企業内で使用しているソフトウェアについて理解している。

Excelの基本操作ができる。

情報系の基礎的リテラシーを所有している。

単位・セミナー名 ＤＸ推進のためのＲＰＡ導入講座～製造業向けハンズオンセミナー～

訓練対象者
ＤＸ推進を担当するデジタル技術者
自動化による業務効率アップを進めたいデジタル担当者

仕上がり像

DXについて理解できる。

RPAについて理解できる。

社内の業務自動化に活用できる。

訓練目標

RPAの得手不得手を理解できる。

RPAツールを導入することができる。

RPAツールのシナリオの作成・編集ができる。

単位認定・確認方法 RPAによりデジタルデータの加工及び転送が行えること。

教科の細目 内　　　　　　容

使用器具類

PC

Microsoft Excel
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＜モデルカリキュラム①、② 課題演習イメージ＞ 
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【モデルカリキュラム③】 

 
 
 

  (1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

時間

1. DXの基礎知識 (1) DXの定義 講義1.0h

(2) DX取組の対象

(3) DX推進の体制 計1h

2. DX推進プロセス (1) イメージの共有 講義1.0h

(2) 課題の明確化

　 (3) データ収集・分析

(4) ITシステムによる業務の効率化 計1h

3. 製造業におけるDX事例 (1) 製造業におけるデジタル化のあるべき姿 講義1.0h

(2) 事例紹介

計1h

4. ワークショップ (1) 業務を把握する手順　　　　　　　　　　　　　　　(1h) 実習12.0h

(2) 業務パターンの把握とフローの作成　　　　　　　　(2h)

①業務フローの各要素の使い方

②典型的な業務パターンの確認

③簡単な業務フローの作成

(3) 業務内容の聴取方法　　　　　　　　　　　　　　　(2h)

①聴取時におけるコミュニケーション

②正確に把握できない原因(常識、潜在要求など）

(4) 業務フローの作成　　　　　　　　　　　　　　　　(4h)

①把握した業務内容から作業リストの作成

②作業リストから業務フローの作成

(5) 業務見直し（デジタルで補完、変更）　　　　　　　(3h)

①見直しの検討方法とポイント

②デジタル化でできることとできないこと

③業務の見直しと新業務フローの作成 計12h

5. まとめ (1) DX推進について 講義1.0h

(2) ツールの導入

計1h

講義 4.0h 実習 12.0h 計 16h (1h=45分)

(1) PC、プロジェクター

単位認定・確認方法
DX推進プロセスを理解し、ワークショップにおいて、業務フローの把握
及びデジタルを活用した業務見直しの提案ができること。

教科の細目 内　　　　　　容

使用器具類

１日目

２日目

仕上がり像

業務フローの把握方法を理解し、問題点を説明できる。

業務中の問題点を抽出でき、デジタルを活用し業務見直しを推進する
ことができる。

訓練目標
DXの基礎知識（導入効果）を理解する。

DX推進プロセスを理解し、業務把握、業務見直しの提案ができる。

受講前提条件

DX推進を担当する方

自社の業務フローをこれから作成し、業務改善したいと考えているデ
ジタル技術者

単位・セミナー名 製造業ＤＸに活用できる業務フローの検討講座（事例体験編）

訓練対象者 DX推進を担当するデジタル技術者等
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＜モデルカリキュラム③ 課題演習イメージ＞ 

 

  

課題演習の内容
（イメージ）

実習の時間配分

単位・セミナー名 製造業ＤＸに活用できる業務フローの検討講座（事例体験編）

概　　　　要
業務の聴取方法及び事例より業務フローの作成を習得する。
自社の実務を想定し実践的な業務フローを作成し、デジタルで補完可能な業務見直しの提
案ができることを目指す。

講義と実習の時間数
（45分を1ｈとする）

業務内容の

聴取方法

 
2h

ケーススタディ
（業務見直し）

3h

ケーススタディ
（業務フロー作成）

4h

講義4h 実習12h

業務
把握
手順
1h

業務パターン把握

とフロー作成

 
2h

１ 業務パターンの把握とフローの作成

１日目

ケーススタディ ～簡単な業務フロー作成～

例 営業事務に特化 業務フロー図

注文から仕入れ、出荷部門への出荷依頼、製造部門への加工依頼までについて

考えてみましょう。

顧客
注⽂書を
受領する 在庫はあるか？

Ｙｅｓ

Ｎｏ

出荷を
依頼する

出荷部⾨

加⼯を
依頼する

製造部⾨

出荷依頼書

加⼯依頼書

注⽂書 受付済注⽂書

受付済
注⽂書

基本的な業務のパターンを確認し、その業務フローを作成する。
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【モデルカリキュラム④】 

 

  

(1)

(2)

(1)

(2)

(1)

(2)

時間

1. DXの基礎知識と (1) DX推進の体制 講義1.0h

DX推進プロセス (2) ITシステムによる業務の効率化

(3) 製造業におけるデジタル化のあるべき姿 計1h

2. ワークショップ (1) 業務把握　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3h) 実習14.0h

①業務フロー例の確認

②中規模な業務フローの作成

(2) 業務見直し（デジタルで補完、変更）　　　　　　　(2h)

※見直しのポイント、検討方法

(3)

課題内容説明　　　　　　　　　　　　　　　　　　(2h)
１日目の内容を参考に、自社の業務フローを作成するた
め、受講者が携わる業務とその前後の部門について聴取
し、２日目に臨む。

補足説明
業務の聴取方法
・聴取時のコミュニケーション
・正確に把握できない原因（常識、潜在要求など）

(4) 自社の業務把握　　　　　　　　　　　　　　　　　(3h)

(5) 自社の業務見直し（デジタルで補完、変更）　　　　(2h)

※１日目を参考に、自社の業務フローを作成し、どこが
　デジタルで補完できるか検討

(6) 発表（情報共有）　　　　　　　　　　　　　　　　(2h)

※受講者は、発表内容について守秘義務を負うことを知らせる。 計14h

3. まとめ (1) DX推進について 講義1.0h

(2) ツールの導入

計1h

講義 2.0h 実習 14.0h 計 16h (1h=45分)

(1) PC、プロジェクター

単位認定・確認方法
DX推進プロセスを理解し、ワークショップにおいて、業務フローの把握及
びデジタルを活用した業務見直しの提案ができること。

教科の細目 内　　　　　　容

使用器具類

１日目

２日目

仕上がり像

業務フローの把握方法を理解し、問題点を説明できる。

業務中の問題点を抽出でき、デジタルを活用し業務見直しを推進する
ことができる。

訓練目標
DXの基礎知識（導入効果）を理解する。

DX推進プロセスを理解し、業務把握、業務見直しの提案ができる。

受講前提条件

DX推進を担当する方

自社の業務フローを把握し、業務改善したいと考えているデジタル技
術者
※事例体験編を受講している方、もしく業務フロー作成について理解
  している方

単位・セミナー名 製造業ＤＸに活用できる業務フローの検討講座（自社改善編）

訓練対象者 DX推進を担当するデジタル技術者等
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＜モデルカリキュラム④ 課題演習イメージ＞ 
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【モデルカリキュラム⑤】 

 

  

(1)

(2)

(3)

(1)

(2)

(1)

(2)

時間

1. DXの基礎知識 (1) DXの定義 講義1.0h

(2) DX取組の対象

(3) DX推進の体制 計1h

2. クラウドの操作 (1) クラウドの基礎知識 講義1.0h

　 (2) クラウドでのファイル操作 実習5.0h

課題演習１　クラウドからのファイル受信

　　　　　　クラウドへのファイルアップロード

　　　　　　クラウドへのアクセス案内（メール）

(3) クラウドでのファイル共有とセキュリティ

課題演習２  ファイル共有の種類と設定方法

　　　　　　セキュリティのかけ方と検証 計6h

3. クラウドのまとめ (1) クラウドの使用感の発表 実習1.0h

課題演習で自社に使えそうな場面をメモし、班ごとに

持ち寄ってまとめ、各班が発表する。 計1h

4. (1) コミュニケーションツールの基礎知識 講義1.0h

(2) コミュニケーションマナー 実習3.0h

(3) 会議への参加とトラブルシューティング

課題演習３　コミュニケーションツールを使った共同作業

　課題①　画面レイアウトの変更や機能の確認

　課題②　クロスワードパズルを解く。

　課題③　トラブルシューティング

　　　　　通信途絶の場合の対応 計4h

5. (1) 会議の作成と招待 講義1.0h

課題演習４　会議を設定しメールで招待する。 実習2.0h

(2) 会議中の設定

課題演習５　マイクやカメラの入り切り

(3) 会議中のオンラインストレージを用いたファイル操作

課題演習６　主催者が制御する会議

　課題①　アセンブリの検討

　課題②　ファイルの表示と配布 計3h

6. (1) コミュニケーションツールの使用感の発表 実習1.0h

課題演習で自社に使えそうな場面をメモし、班ごとに

持ち寄ってまとめ、各班が発表する。 計1h

講義 4.0h 実習 12.0h 計 16h (1h=45分)

(1)

(2) Web会議ツール（Zoom,Teams等）

オンライン会議の
まとめ

PC、ウェブカメラ、ヘッドセット
使用器具類

オンライン会議の
主催と進行

仕上がり像
取引先とのファイル共有を用いたデータのやり取りを行うことができる。

オンライン会議を主催し、取引先との会議を行うことができる。

訓練目標
クラウドを使った外部とのファイルの送受信ができる。

オンライン会議の参加、主催ができる。

単位認定・確認方法
クラウドの操作を行い、ファイル操作ができること。
オンライン会議を主催し、会議を円滑に進めることができること。

教科の細目 内　　　　　　容

オンライン会議での
共同作業への参加

受講前提条件

Web検索、eメールが行える方

コミュニケーションツールの操作に不安のある方

クラウドの操作に不安のある方

単位・セミナー名 初めてでも安心！製造業対象クラウドとコミュニケーションツールの使い方講座

訓練対象者
クラウドやコミュニケーションツールを普段から使用しない製造業技術者または
一般社員等
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＜モデルカリキュラム⑤ 課題演習イメージ＞ 

 

  

クラウドでのファイル操作

課題演習１

① クラウドからのファイル受信

② クラウドへのファイルアップロード

③ クラウドへのアクセス案内（メール）

クラウドでのファイル共有とセキュリティ

課題演習２

・メールは平文、誰でも読める。
・クラウドのＵＲＬがわかれば誰でも取得できる。
・メールが読まれたときの対策は？
・クラウドにどのような
　セキュリティ設定があるか。

使用感発表

課題演習の内容
（イメージ）

単位・セミナー名 初めてでも安心！製造業対象クラウドとコミュニケーションツールの使い方講座

概　　　　要
クラウドやコミュニケーションツールを操作したことのない方で製造業技術者
または一般社員を対象に基本的な使い方を学び、実習を通して自社での適用を
考えていただく機会を設ける。

講義と実習の時間数
（45分を1ｈとする）

講義4h 実習12h

使用感

発表

1h

コミュニケー

ションツール

主催者側操作

2h

実習の時間配分

クラウドでの

ファイル操作

2.5h

クラウドでの

ファイル共有と

セキュリティ

2.5h

使用感

発表

1h

コミュニケーション

ツールを使った

共同作業

3h

課題演習で自社に使えそうな場面をメモし、班ごとに持ち寄ってまとめ、
各班が発表する。

文書

図面

文書

図面

ブラウザー

登録

クラウド

送り手 受け手
URL

メール

(URL)

ブラウザー

取得

URL

１2

3

送り手

受け手

メール

(URL)

第三者

クラウド

ブラウザー

取得

URL

文書

図面

文書

図面

URL

最初は操作の敷居が

低い方から実習する。
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（資料１）産業施策に関する人材育成強化検討会設置要綱 

 

（資料２）「令和４年度産業施策に関する人材育成強化検討会」構成員及び検討内容 

 

（資料３）企業アンケート調査結果（製造業企業） 

 

（資料４）企業アンケート調査結果（情報通信業企業） 
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（資料１） 

 

産業施策に関する人材育成強化検討会設置要綱 

 
（設置目的） 

第１条 産業構造の変化や技術革新等を見据え、本県の産業競争力の強化や県内企業の活性化を図り、

これからの県内中小企業が求める人材の育成を目的とした専門的スキルや職業能力開発手法等を調

査・検討し、職業訓練等に反映させるために、神奈川県産業労働局労働部産業人材課内に、産業施策

に関する人材育成強化検討会（以下「検討会」という）を設置する。 
 

（設置及び設置期限） 
第２条 検討会は年度毎に設置する。設置期限はその年度の３月末日までとする。 

 
 

（検討分野） 

第３条 検討分野は、毎年度、産業人材課長が定める。 
 

（検討事項） 

第４条 検討会は、次の事項について検討する。 
(1)検討分野の人材育成に必要な専門的スキル及び職業能力開発手法の検討 
(2) (1)の内容を包含する職業能力開発カリキュラムの検討 
(3)その他 

 

（構成員） 

第５条 検討会の委員は原則として次の者で構成し、産業人材課長が選任し委嘱する。 
(1) 学識経験を有する者 
(2) 民間企業の代表者 
(3) 関係団体の代表者 
(4) その他、産業人材課長が必要と認めた者 

 

（座長） 

第６条 検討会に座長１名を置く。 
２ 座長は、産業人材課長が指名する者をもって充てる。 
３ 座長は、会議の議事を整理し、検討会における意見を取りまとめる。 
４ 座長が不在のときは、あらかじめ座長が指名する者が代行する。 
 

（検討会の開催） 

第７条 検討会は、座長が招集する。 
 

（作業部会） 

第８条 産業人材課長が必要と認めるときは、別に作業部会を設置することができる。 
 

（庶務） 

第９条 検討会の庶務は、産業人材課において処理する。 
 

（その他） 

第 10 条 その他検討会の設置・運営に関し、必要な事項は別に定める。 
 

  附 則 
 この要綱は、平成 28 年７月 21 日から施行する。 
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（資料２） 

 

「令和４年度産業施策に関する人材育成強化検討会」構成員及び検討内容 

 

区分 氏名 役職名※ 

学識経験を有する者 

（座長） 
髙橋 宏治 

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 

職業能力開発総合大学校  

名誉教授・特定教授 

関係団体の代表者 山崎 武志 

一般社団法人神奈川県情報サービス産業協会 

理事・教育研修委員会副委員長 

（株式会社ソフテム 取締役社長） 

民間企業の代表者 

菅原 正行 
株式会社横浜電算 

執行役員 経営企画室 室長 

中 清士 
ヨコキ株式会社 

取締役 企画室 室長 

升澤 君仁 
株式会社クボテック 

業務部 課長 

 

(事務局) 

   氏名 役職名※ 

神奈川県 

産業労働局労働部 

井上 秀夫 産業人材課長 

松尾 知恵 産業人材課 副課長 

田中 暁 
産業人材課職業能力開発グループ 

グループリーダー 

久保 雅俊 産業技術短期大学校 電子情報課長 

小山 宏 東部総合職業技術校 社会実務課長 

鈴木 昌敏 西部総合職業技術校 社会実務課長 

渡辺 学 産業人材課職業能力開発グループ 主査 

本多 翔一朗 産業人材課職業能力開発グループ 主任主事 

※令和４年度の役職名  
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検討会等開催状況と主な検討内容 

 

本事業実施にあたり、「産業施策に関する人材育成強化検討会」を４回開催した。また、検討会開

催に向けての準備会を１回、検討会資料、カリキュラム作成及び修正のための作業部会を４回開催

した。 

 

会議等 
検
討
会 

作
業
部
会 

準
備
会 

開催時期 主な検討内容 

準備会  ○ 

６月９日（木） 

９：30～11：30 

・事業概要の説明 

・検討テーマについて 

・有識者・検討会構成員について 

・企業ヒアリングの企業選定及びヒアリング内

容について 

・アンケート調査について 

第１回 

作業部会  ○ 

８月４日（木） 

15：00～16：30 

・検討会委員について 

・企業ヒアリング結果について 

・アンケート調査について 

第２回 

作業部会 
 ○ 

８月 26 日（金） 

13：30～15：00 

・検討会委員について 

・アンケート調査について 

第１回 

検討会 ○  

９月 14 日(水) 

９：15～11：15 

・事業概要説明 

・企業アンケートの対象企業について 

・企業アンケートの質問事項について 

第３回 

作業部会 

 ○ 

12 月７日（水） 

13：30～15：00 

・新規検討会委員について 

・追加の企業ヒアリングの結果について 

・アンケート調査結果について 

・第２回検討会について 

・開発カリキュラムの担当について 

第２回 

検討会 
○  

12 月 23 日（金） 

14：00～16：00 

・企業アンケート集計・分析結果報告 

・開発するカリキュラムの方向性について 

第３回 

検討会 
○  

１月 23 日（月） 

14：00～16：00 
・開発するモデルカリキュラム案について 

第４回 

作業部会 
 ○ 

２月 28 日（火） 

10：30～12：00 

・第４回検討会に向けたモデルカリキュラ

ムの作成及び修正について 

第４回 

検討会 
○  

３月 24 日（金） 

14：00～16：00 
・開発したモデルカリキュラムについて 
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（資料３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業アンケート調査結果（製造業企業） 
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取引先企業

87.5% (28)

親会社・子会社

9.4% (3)

一般消費者

3.1% (1)

特定消費者（会員等）

0.0%

その他

0.0%

【20⼈未満（32社）】

取引先企業

93.4% (71)

親会社・子会社

6.6% (5)

一般消費者

0.0%

特定消費者（会員等）

0.0%

その他

0.0%

【20⼈以上（76社）】

●問１ 貴社のビジネスモデルについてお尋ねします。 
（１）対象となる顧客はどなたですか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）顧客にどのような価値を提供していますか。（複数選択可） 

 

高精度

信頼性

仕様どおりの正確性

提供速度

低価格

アイデアの提案

技術のノウハウ

手厚いサポート

その他

48 (62.3%)

59 (76.6%)

56 (72.7%)

24 (31.2%)

13 (16.9%)

20 (26%)

21 (27.3%)

19 (24.7%)

3 (3.9%)

17 (53.1%)

26 (81.3%)

24 (75%)

13 (40.6%)

12 (37.5%)

8 (25%)

10 (31.3%)

5 (15.6%)

2 (6.3%)

0 10 20 30 40 50 60 70

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

【その他回答】 

〇20 人以上 
・少ロット対応 
・供給能力 
・メカ～ソフト～通信までのワンストップサービス 

〇20 人未満 
・高機能 
・省力化 
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結びついている

21.1% (16)

ほぼ結びついている

50.0% (38)

もっと結び

つけられる

18.4% (14)

うまく結びつかない

5.3% (4)

わからない

5.3% (4)

【20⼈以上（76社）】

結びついている

38.7% (12)

ほぼ結びついている

25.8% (8)

もっと結び

つけられる

16.1% (5)

うまく結びつかない

12.9% (4)

わからない

6.5% (2)

【20⼈未満（31社）】

（３）貴社の強みは何ですか。（複数選択可） 

 
 
（４）貴社の強みは収益と結びついていますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

量産の速度

量産の品質

一点物の製作

原価計算によるコスト管理

優秀な職人の存在

情報技術の活用

ネットを使った販路拡大

マスカスタマイゼーション

その他

18 (23.4%)

41 (53.2%)

34 (44.2%)

12 (15.6%)

24 (31.2%)

8 (10.4%)

0 (0%)

23 (29.9%)

5 (6.5%)

12 (37.5%)

16 (50%)

20 (62.5%)

4 (12.5%)

8 (25%)

3 (9.4%)

2 (6.3%)

9 (28.1%)

1 (3.1%)

0 10 20 30 40 50 60

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

【その他の回答】 

〇20 人以上 
・大型製品の加工 
・少ロット対応 
・納期 
・ばらつきをおさえる 
・特になし 

〇20 人未満 
・技術開発能力 
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量産の速度

量産の品質

一点物の製作

原価計算によるコスト管理

優秀な職人の雇用

情報技術の活用

ネットを使った販路拡大

マスカスタマイゼーション

特になし

その他

24 (31.2%)

34 (44.2%)

22 (28.6%)

20 (26%)

30 (39%)

21 (27.3%)

8 (10.4%)

19 (24.7%)

2 (2.6%)

6 (7.8%)

12 (37.5%)

18 (56.3%)

15 (46.9%)

9 (28.1%)

14 (43.8%)

6 (18.8%)

2 (6.3%)

7 (21.9%)

1 (3.1%)

2 (6.3%)

0 10 20 30 40 50

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

10社以上

37.3% (28)

1社以上10社未満

54.7% (41)

自社のみ

2.7% (2)

わからない

5.3% (4)

【20⼈以上（75社）】

10社以上

33.3% (10)

1社以上10社未満

50.0% (15)

自社のみ

3.3% (1)

わからない

13.3% (4)

【20⼈未満（30社）】

（５）企業活動において貴社と競合する企業は、どのくらいありますか。（一つ選択） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）貴社が競合他社と差別化を図るために今後注力すべきものは何ですか。（複数選択可） 
  

【その他の回答】 

〇20 人以上 
・生産技術の強化 
・顧客に価値ある製品を提供すること 
・柔軟なシステム対応力 
・製品設計・生産技術のサポート 
・技術力の向上 
・多品種少量生産 

〇20 人未満 
・技術開発 
・省力化 
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80％以上

25.4% (18)

50％以上80％未満

40.8% (29)

50％以下

7.0% (5)

立てていない

26.8% (19)

【20⼈以上（71社）】

80％以上

19.4% (6)

50％以上80％未満

29.0% (9)50％以下

19.4% (6)

立てていない

32.3% (10)

【20⼈未満（31社）】

（７）中期目標は、どのくらいの期間で立案されていますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）過去の中期目標の達成率は、どのくらいですか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5年以上

6.5% (2)

3年以上5年未満

29.0% (9)

3年未満

32.3% (10)

立てていない

32.3% (10)

【20⼈未満（31社）】
5年以上

6.7% (5)

3年以上5年未満

44.0% (33)
3年未満

24.0% (18)

立てていない

25.3% (19)

【20⼈以上（75社）】
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●問２ 貴社のデジタル化の推進度についてお尋ねします。 

（１）貴社の一般従業員で７割程度以上の方が当てはまる IT スキルは何ですか。（複数選択可） 

 

（２）貴社では、次の業務にどのような手段を用いますか。（複数選択可） 
 ①社外との連絡 

 ②社外への書類送付 

 ③社内会議・打合せ 

④生産工程管理 

インターネットを使って、

必要な情報の検索が行える

メールの送受信が行える

文書作成ソフト（Word等）や表計算ソフト

（Excel等）を業務に活かしている

プリンターに印刷されなかったときに、

自分で原因を特定して対処できる

71 (95.9%)

69 (93.2%)

53 (71.6%)

24 (32.4%)

27 (90%)

26 (86.7%)

23 (76.7%)

11 (36.7%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

20⼈以上（74社）
20⼈未満（30社）

専用ソフト

Word・Excel等

紙

51 (66.2%)

42 (54.5%)

29 (37.7%)

7 (22.6%)

23 (74.2%)

21 (67.7%)

0 10 20 30 40 50 60 70

20⼈以上（77社）
20⼈未満（31社）

コミュニケーションツール

電子メール

電話

44 (57.1%)

76 (98.7%)

69 (89.6%)

14 (43.8%)

31 (96.9%)

31 (96.9%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

オンラインストレージ

電子メール

郵送

19 (24.7%)

76 (98.7%)

70 (90.9%)

11 (34.4%)

32 (100%)

28 (87.5%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

オンライン

対面

40 (51.9%)

75 (97.4%)

11 (34.4%)

32 (100%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）
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⑤図面等の管理 

⑥業務報告書作成 

⑦経理事務 

⑧人事労務 

⑨顧客管理 

 

  

専用ソフト

Excel等

紙

52 (68.4%)

31 (40.8%)

31 (40.8%)

10 (31.3%)

18 (56.3%)

22 (68.8%)

0 10 20 30 40 50 60 70

20⼈以上（76社）
20⼈未満（32社）

専用ソフト

Access・Excel等

紙

34 (44.2%)

60 (77.9%)

21 (27.3%)

13 (41.9%)

19 (61.3%)

14 (45.2%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80

20⼈以上（77社）
20⼈未満（31社）

専用ソフト

Access・Excel等

紙

41 (53.2%)

50 (64.9%)

29 (37.7%)

11 (34.4%)

20 (62.5%)

17 (53.1%)

0 10 20 30 40 50 60 70

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

専用ソフト

Access・Excel等

紙

64 (83.1%)

39 (50.6%)

24 (31.2%)

20 (62.5%)

15 (46.9%)

17 (53.1%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）

専用ソフト

Word・Excel等

手書き

14 (18.2%)

69 (89.6%)

30 (39%)

4 (12.5%)

28 (87.5%)

17 (53.1%)

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

20⼈以上（77社）
20⼈未満（32社）
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（３）貴社で現在デジタル化に取り組んでいる、または取り組みを検討している業務はどれですか。 
（外注を含む。業務ごと一つずつ選択） 

【20 人以上（77 社）】 

  

回答数

研究開発支援 75

市場調査・分析支援 76

企画支援 76

基本設計支援 77

詳細設計支援 77

工程・製造プロセス

シミュレーション
77

生産準備自動化 77

自動フィードバック 77

生産試作支援 76

共同受注 77

部材調達支援 77

生産最適化 76

多品種少量化 77

生産スケジュール支援 77

在庫管理支援 77

製造プロセス最適化 76

運用最適化 76

予知保全（社内） 77

遠隔保守（社内） 77

技能継承（匠の技のデジ

タル化）
77

品質管理支援 73

物流最適化 77

販売予測 76

予知保全（顧客） 77

遠隔保守（顧客） 77

運用最適化（顧客） 77

全く新たなサービス 77

上記以外の業務 11

21.3％ (16)

6.6％ (5)

5.3％ (4)

46.8％ (36)

44.2％ (34)

42.9％ (33)

22.1％ (17)

9.1％ (7)

17.1％ (13)

20.8％ (16)

33.8％ (26)

40.8％ (31)

54.5％ (42)

50.6％ (39)

42.9％ (33)

23.7％ (18)

14.5％ (11)

9.1％ (7)

9.1％ (7)

15.6％ (12)

17.8％ (13)

13％ (10)

9.2％ (7)

5.2％ (4)

2.6％ (2)

1.3％ (1)

2.6％ (2)

60％ (9)

17.3％ (13)

28.9％ (22)

21.1％ (16)

14.3％ (11)

19.5％ (15)

23.4％ (18)

27.3％ (21)

35.1％ (27)

25％ (19)

10.4％ (8)

29.9％ (23)

40.8％ (31)

20.8％ (16)

32.5％ (25)

42.9％ (33)

47.4％ (36)

51.3％ (39)

48.1％ (37)

40.3％ (31)

51.9％ (40)

57.5％ (42)

28.6％ (22)

25％ (19)

36.4％ (28)

31.2％ (24)

29.9％ (23)

22.1％ (17)

40％ (6)

18.7％ (14)

26.3％ (20)

28.9％ (22)

13％ (10)

14.3％ (11)

19.5％ (15)

37.7％ (29)

41.6％ (32)

42.1％ (32)

50.6％ (39)

29.9％ (23)

17.1％ (13)

20.8％ (16)

15.6％ (12)

13％ (10)

23.7％ (18)

28.9％ (22)

32.5％ (25)

35.1％ (27)

27.3％ (21)

19.2％ (14)

41.6％ (32)

44.7％ (34)

36.4％ (28)

41.6％ (32)

44.2％ (34)

49.4％ (38)

0％ (0)

42.7％ (32)

38.2％ (29)

44.7％ (34)

26％ (20)

22.1％ (17)

14.3％ (11)

13％ (10)

14.3％ (11)

15.8％ (12)

18.2％ (14)

6.5％ (5)

1.3％ (1)

3.9％ (3)

1.3％ (1)

1.3％ (1)

5.3％ (4)

5.3％ (4)

10.4％ (8)

15.6％ (12)

5.2％ (4)

5.5％ (4)

16.9％ (13)

21.1％ (16)

22.1％ (17)

24.7％ (19)

24.7％ (19)

26％ (20)

0％ (0)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいる 今後取り組みたい 予定はない 業務をしていない
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 〇業務別連携状況（個別連携）（20 人以上） 

業務

研
究
開
発
支
援

基
本
設
計
支
援

詳
細
設
計
支
援

工
程
・
製
造
プ
ロ
セ
ス

シ
ミ

ュ
レ
ー
シ

ョ
ン

生
産
準
備
自
動
化

自
動
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

生
産
試
作
支
援

生
産
最
適
化

製
造
プ
ロ
セ
ス
最
適
化

多
品
種
少
量
化

共
同
受
注

生
産
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル
支
援

部
材
調
達
支
援

在
庫
管
理
支
援

品
質
管
理
支
援

物
流
最
適
化

予
知
保
全

（
社
内

）

技
能
継
承

（
匠

の

技

の
デ

ジ

タ

ル

化

）

販
売
予
測

1 1 1 1

0.7％ 0.7％ 0.7％ 0.7％

4 2 1 2 1 1

2.7％ 1.3％ 0.7％ 1.3％ 0.7％ 0.7％

3 1 1 2 3 1

2％ 0.7％ 0.7％ 1.3％ 2％ 0.7％

3 3 3 2 3 3 1 1 1 1

2％ 2％ 2％ 1.3％ 2％ 2％ 0.7％ 0.7％ 0.7％ 0.7％

1 1 1 2

0.7％ 0.7％ 0.7％ 1.3％

1

0.7％

2 1 1 2

1.3％ 0.7％ 0.7％ 1.3％

2 1 8 5 3 1 1

1.3％ 0.7％ 5.3％ 3.3％ 2％ 0.7％ 0.7％

1 2 2 1 2 1

0.7％ 1.3％ 1.3％ 0.7％ 1.3％ 0.7％

3 1 1 1

2％ 0.7％ 0.7％ 0.7％

2 1 2

1.3％ 0.7％ 1.3％

14 13 2 1

9.3％ 8.7％ 1.3％ 0.7％

12 2 1 1

8％ 1.3％ 0.7％ 0.7％

2 1

1.3％ 0.7％

1

0.7％

300 4 11 15 27 10 1 13 30 16 13 5 57 41 36 11 3 1 3 3

100% 1.3% 3.7% 5.0% 9.0% 3.3% 0.3% 4.3% 10.0% 5.3% 4.3% 1.7% 19.0% 13.7% 12.0% 3.7% 1.0% 0.3% 1.0% 1.0%

販売予測

多品種少量化

共同受注

生産スケジュール支援

部材調達支援

在庫管理支援

品質管理支援

物流最適化

予知保全（社内）

技能継承
（匠の技のデジタル化）

研究開発支援

基本設計支援

詳細設計支援

工程・製造プロセス
シミュレーション

生産準備自動化

自動フィードバック

生産試作支援

生産最適化

製造プロセス最適化

【上記以外の業務】 
 〇既に取り組まれている業務 

・電子帳簿保存法対応 
・社内管理システム、生産、効率、工数 
・営業支援  
・広報（HP・FB 活用） 
・DX DATA情報センターにて各部門業務のデータベース化を始めている。（DX認定４月取得） 
・人事労務管理、経理、予算・収益管理  
・ワークフロー（承認プロセス）オンライン化、在宅・リモートでの社内・顧客打合せ、

zoom、Teams 
・労務管理 
・設計 

 〇今後取り組む予定の業務 
  ・社内 CAPA 
  ・採用、育成 
  ・製造ノウハウをシステム化していきたい。 
  ・生産管理システム 
  ・材料データベース化 
  ・業務プロセス、ワークフロー、受発注システムのリモート化 
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〇業務別連携状況（複数連携）（20 人以上） 

品
質
管
理
支
援

物
流
最
適
化

予
知
保
全

（
社
内

）

技
能
継
承

（
匠
の
技
の

デ
ジ
タ
ル

化

）

販
売
予
測

多
品
種
少
量
化

共
同
受
注

生
産
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル
支
援

部
材
調
達
支
援

在
庫
管
理
支
援

自
動
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

生
産
試
作
支
援

生
産
最
適
化

製
造
プ
ロ
セ
ス
最
適
化

研
究
開
発
支
援

基
本
設
計
支
援

詳
細
設
計
支
援

工
程
・
製
造
プ
ロ
セ
ス

シ
ミ

ュ
レ
ー

シ

ョ
ン

生
産
準
備
自
動
化
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【20 人未満（32 社）】 

回答数

研究開発支援 31

市場調査・分析支援 29

企画支援 28

基本設計支援 30

詳細設計支援 31

工程・製造プロセス

シミュレーション
31

生産準備自動化 29

自動フィードバック 29

生産試作支援 29

共同受注 31

部材調達支援 31

生産最適化 29

多品種少量化 28

生産スケジュール支援 29

在庫管理支援 31

製造プロセス最適化 29

運用最適化 29

予知保全（社内） 29

遠隔保守（社内） 29

技能継承（匠の技のデジ

タル化）
29

品質管理支援 30

物流最適化 29

販売予測 28

予知保全（顧客） 30

遠隔保守（顧客） 29

運用最適化（顧客） 29

全く新たなサービス 29

上記以外の業務 6

19.4％ (6)

17.2％ (5)

17.9％ (5)

43.3％ (13)

38.7％ (12)

19.4％ (6)

0％ (0)

0％ (0)

13.8％ (4)

16.1％ (5)

16.1％ (5)

17.2％ (5)

25％ (7)

34.5％ (10)

29％ (9)

13.8％ (4)

10.3％ (3)

3.4％ (1)

3.4％ (1)

0％ (0)

16.7％ (5)

3.4％ (1)

3.6％ (1)

6.7％ (2)

13.8％ (4)

0％ (0)

0％ (0)

85.7％ (6)

6.5％ (2)

10.3％ (3)

0％ (0)

0％ (0)

6.5％ (2)

35.5％ (11)

24.1％ (7)

13.8％ (4)

10.3％ (3)

25.8％ (8)

35.5％ (11)

34.5％ (10)

25％ (7)

34.5％ (10)

48.4％ (15)

37.9％ (11)

34.5％ (10)

27.6％ (8)

13.8％ (4)

41.4％ (12)

36.7％ (11)

17.2％ (5)

25％ (7)

20％ (6)

6.9％ (2)

20.7％ (6)

17.2％ (5)

14.3％ (1)

29％ (9)

20.7％ (6)

28.6％ (8)

20％ (6)

19.4％ (6)

22.6％ (7)

41.4％ (12)

48.3％ (14)

44.8％ (13)

32.3％ (10)

29％ (9)

24.1％ (7)

25％ (7)

6.9％ (2)

9.7％ (3)

27.6％ (8)

31％ (9)

41.4％ (12)

51.7％ (15)

37.9％ (11)

30％ (9)

51.7％ (15)

46.4％ (13)

46.7％ (14)

51.7％ (15)

51.7％ (15)

51.7％ (15)

0％ (0)

45.2％ (14)

51.7％ (15)

53.6％ (15)

36.7％ (11)

35.5％ (11)

22.6％ (7)

34.5％ (10)

37.9％ (11)

31％ (9)

25.8％ (8)

19.4％ (6)

24.1％ (7)

25％ (7)

24.1％ (7)

12.9％ (4)

20.7％ (6)

24.1％ (7)

27.6％ (8)

31％ (9)

20.7％ (6)

16.7％ (5)

27.6％ (8)

25％ (7)

26.7％ (8)

27.6％ (8)

27.6％ (8)

31％ (9)

0％ (0)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

取り組んでいる 今後取り組みたい 予定はない 業務をしていない

【上記以外の業務】 
 〇既に取り組まれている業務 

・研究開発における実験データの処理データベース化、数理解析 
・設計 CAD 化と 3D プリンタによる試作 
・SLACK の活用、WebMeeting（毎日） 
・図面の電子化（紙→PDF）将来的にクラウド化（CAD 化も） 
・点検報告書 
・伝票処理 

〇今後取り組む予定の業務 
・生産管理の見える化（デジタル表示） 
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〇業務別連携状況（個別連携）（20 人未満） 

 

  

業務

研
究
開
発
支
援

基
本
設
計
支
援

詳
細
設
計
支
援

工
程
・
製
造
プ
ロ
セ
ス

シ
ミ

ュ
レ
ー
シ

ョ
ン

生
産
準
備
自
動
化

自
動
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

生
産
試
作
支
援

生
産
最
適
化

製
造
プ
ロ
セ
ス
最
適
化

多
品
種
少
量
化

共
同
受
注

生
産
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル
支
援

部
材
調
達
支
援

在
庫
管
理
支
援

品
質
管
理
支
援

物
流
最
適
化

予
知
保
全

（
社
内

）

技
能
継
承

（
匠

の

技

の
デ

ジ

タ

ル

化

）

販
売
予
測

1 1 1 1

3.4％ 3.4％ 3.4％ 3.4％

3 1 1 2 1

10.3％ 3.4％ 3.4％ 6.9％ 3.4％

1 1 2 1

3.4％ 3.4％ 6.9％ 3.4％

1 1

3.4％ 3.4％

2 2 1

6.9％ 6.9％ 3.4％

3 1

10.3％ 3.4％

1

3.4％

58 4 9 9 4 2 6 12 9 3

100% 6.9% 15.5% 15.5% 6.9% 3.4% 10.3% 20.7% 15.5% 5.2%

研究開発支援

基本設計支援

詳細設計支援

工程・製造プロセス
シミュレーション

生産準備自動化

自動フィードバック

生産試作支援

生産最適化

製造プロセス最適化

販売予測

多品種少量化

共同受注

生産スケジュール支援

部材調達支援

在庫管理支援

品質管理支援

物流最適化

予知保全（社内）

技能継承
（匠の技のデジタル化）
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2

26.8% (11)

3

39.0% (16)

4

24.4% (10)

5

9.8% (4)

【20⼈以上（32社）】
2

16.7% (1)

3

33.3% (2)
4

33.3% (2)

5

16.7% (1)

【20⼈未満（6社）】

〇業務別連携状況（複数連携）（20 人未満） 

 

 

 
【 大連携数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

品
質
管
理
支
援

物
流
最
適
化

予
知
保
全

（
社
内

）

技
能
継
承

（
匠
の
技
の
デ
ジ
タ
ル
化

）

販
売
予
測

多
品
種
少
量
化

共
同
受
注

生
産
ス
ケ
ジ

ュ
ー

ル
支
援

部
材
調
達
支
援

在
庫
管
理
支
援

自
動
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

生
産
試
作
支
援

生
産
最
適
化

製
造
プ
ロ
セ
ス
最
適
化

研
究
開
発
支
援

基
本
設
計
支
援

詳
細
設
計
支
援

工
程
・
製
造
プ
ロ
セ
ス

シ
ミ

ュ
レ
ー

シ

ョ
ン

生
産
準
備
自
動
化
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いる

53.2% (41)

いない

46.8% (36)

【20⼈以上（77社）】

いる

46.9% (15)
いない

53.1% (17)

【20⼈未満（32社）】

1人

39.0% (16)

2人

22.0% (9)

3人

19.5% (8)

4人以上

19.5% (8)

【20⼈以上（41社）】

1人

33.3% (5)

2人

33.3% (5)

3人

13.3% (2)

4人以上

20.0% (3)

【20⼈未満（15社）】

0人

31.7% (13)

1人

12.2% (5)
2人

2.4% (1)
3人

2.4% (1)

未回答

51.2% (21)

【20⼈以上（41社）】
0人

33.3% (5)

1人

6.7% (1)

2人

6.7% (1)
3人

0.0%

未回答

53.3% (8)

【20⼈未満（15社）】

●問３ 貴社のＩＴに携わる技術者の状況についてお尋ねします。 
（１）デジタル技術従事者はいますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  〇デジタル技術従事者／人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇デジタル技術者のうち有資格者 
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いる

56.3% (18)

いない

43.8% (14)

【20⼈未満（32社）】

いる

61.0% (47)

いない

39.0% (30)

【20⼈以上（77社）】

1人

55.3% (26)

2人

31.9% (15)

3人

10.6% (5)

4人以上

2.1% (1)

【20⼈以上（47社）】

0人

27.8% (5)

1人

0.0%

2人

0.0%
3人

0.0%未回答

72.2% (13)

【20⼈未満（18社）】
0人

27.7% (13)

1人

8.5% (4)

2人

0.0%
3人

2.1% (1)

未回答

61.7% (29)

【20⼈以上（47社）】

1人

66.7% (12)

2人

22.2% (4)

3人

11.1% (2)

4人以上

0.0%

【20⼈未満（18社）】

（２）システム管理者はいますか。（一つ選択） 
 
 
   
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

〇システム管理者／人数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇システム管理者のうち有資格者 
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1人

80.0% （12）

2人

0.0%

3人

20.0% （3）

4人以上

0.0%

【20⼈未満（15社）】

1人

20.6% (7)

2人

32.4% (11)

3人

35.3% (12)

4人以上

11.8% (4)

【20⼈以上（34社）】

（３）「（１）デジタル技術従事者」や「（２）システム管理者」が所属している部門はどこですか。 

（複数選択可） 

（４）貴社の経営全体を統括する部門はありますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

〇経営全体を統括する部門の従業員数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ある

44.7% (34)

ない

55.3% (42)

【20⼈以上（76社）】

ある

46.9% (15)

ない

53.1% (17)

【20⼈未満（32社）】

【その他の回答】 
〇20 人以上 

・経営企画部門 ・技術部門 ・経営部門 ・経営総務部門 ・顧問 ・代表 ・社長 
・生産技術部門 ・管理部門 ・業務部門 ・経理事務  

〇20 人未満 
・研究部門 ・管理部門 ・代表 ・人事部門 ・経営部門 

デジタルまたはシステム

専門部門

設計開発部門

製造部門

生産管理部門

保守部門

営業

総務部門

その他

7 (12.7%)

11 (20%)

5 (9.1%)

11 (20%)

3 (5.5%)

8 (14.5%)

9 (16.4%)

14 (25.5%)

0 (0%)

6 (33.3%)

3 (16.7%)

3 (16.7%)

1 (5.6%)

3 (16.7%)

3 (16.7%)

5 (27.8%)

0 5 10 15 20

20⼈以上（55社）
20⼈未満（18社）
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0人

9.5% (7)

1人

25.7% (19)

2人

21.6% (16)

3人

23.0% (17)

4人以上

20.3% (15)

【20⼈以上（74社）】
0人

11.1% (3)

1人

44.4% (12)

2人

25.9% (7)

3人

7.4% (2)

4人以上

11.1% (3)

【20⼈未満（27社）】

0人

52.2% (35)

1人

26.9% (18)

2人

14.9% (10)

3人

1.5% (1)

未回答

4.5% (3)

【20⼈以上（67社）】

0人

37.0% (10)

1人

29.6% (8)

2人

7.4% (2)

3人

11.1% (3)

未回答

14.8% (4)

【20⼈未満（27社）】

いる

44.7% (34)

いない

55.3% (42)

【20⼈以上（76社）】

いる

38.7% (12)

いない

61.3% (19)

【20⼈未満（31社）】

（５）貴社全体の業務フローを見渡せる統括者は何人いますか。その内、デジタル技術の知識を 
有する方は何人いますか。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇統括者のうち、デジタル技術の知識を有する人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（６）「（１）デジタル技術従事者」または「（２）システム管理者」と「（４）統括部門の従事者」 

または「（５）統括者」を兼務する者はいますか。（一つ選択） 
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1人

75.0% (9)

2人

25.0% (3)

3人

0.0%

4人

0.0%

【20⼈未満（12社）】

週に1回ずつ1か月か

ける方が参加しやすい

22.9% (17)

1週間に4日と集中した方が

参加しやすい

7.3% (6)

週に2回ずつ2週間ぐらい

が参加しやすい

5.5% (4)

どれとも言えない

64.2% (50)

【20⼈以上（77社）】

週に1回ずつ1か月か

ける方が参加しやすい

25.0% (8)

1週間に4日と集中した方が

参加しやすい

6.3% (2)

週に2回ずつ2週間ぐらい

が参加しやすい

6.3% (2)

どれとも言えない

64.2% (20)

【20⼈未満（32社）】

1人

85.3% (29)

2人

11.8% (4)

3人

0.0%

4人

2.9% (1)

【20⼈以上（34社）】

 〇兼務者／人数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）貴社の技術者が外部の研修に参加するとき、どのような日程の研修が参加しやすいですか。 

（一つ選択） 
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取り組み、成果が

得られている

19.4% (6)

取り組もうと努力している

が、成果が得られていない

0.0%

これから取り組む

予定である

16.1% (5)

概念はわかっているが、どこに

適用してよいかわからない

29.0% (9)

正直、デジタル化と

の違いがわからない

35.5% (11)

【20⼈未満（31社）】

取り組み、成果が

得られている

20.8% (16)

取り組もうと努力しているが、

成果が得られていない

11.7% (9)

これから取り組む

予定である

22.1% (17)

概念はわかっているが、どこ

に適用してよいかわからない

28.6% (22)

正直、デジタル化との

違いがわからない

16.9% (13)

【20⼈以上（77社）】

全社戦略に基づき部

門を超えて進める

53.8% (26)

全社戦略に基づき

部門ごとに進める

11.1% (6)

全社戦略はなく、部門単位

でできるところから進める

40.7% (22)

【20⼈以上（54社）】

全社戦略に基づき部

門を超えて進める

53.8% (4)

全社戦略に基づき

部門ごとに進める

0.0%

全社戦略はなく、部門単位

でできるところから進める

75.0% (12)

【20⼈未満（16社）】

●問４ 貴社のＤＸの推進度についてお尋ねします。 
（１）DX に取り組まれていますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）DX はどのような形で推進されていますか。または推進予定ですか。（一つ選択） 
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活用し、成果が

得られている

61.8% (34)

活用しようと努力しているが、

成果が得られていない

3.6% (2)

適用場所が分からない

7.3% (4)

使用していない

27.3% (15)

【20⼈以上（55社）】

活用し、成果が

得られている

53.3% (8)

活用しようと努力しているが、

成果が得られていない

6.7% (1)

適用場所が分からない

6.7% (1)

使用していない

33.3% (5)

【20⼈未満（15社）】

活用し、成果が

得られている

6.3% (1)

活用しようと努力しているが、

成果が得られていない

12.5% (2)

知っているが、適用

場所が分からない

6.3% (1)

名前を耳にした程度である、

または知らない

75.0% (12)

【20⼈未満（16社）】

活用し、成果が

得られている

12.7% (7)

活用しようと努力しているが、

成果が得られていない

7.3% (4)

知っているが、適用

場所が分からない

38.2% (21)

名前を耳にした程度である、

または知らない

41.8% (23)

【20⼈以上（55社）】

（３）Excel のマクロ等のソフトウェア単体でのプログラムを活用していますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）RPA ツールを活用していますか。（一つ選択） 
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自社の担当者のみで

取り組む

53.3% (8)

情報系企業に外部発注

してすべて任せる

13.3% (2)

自社のデジタル担当者が窓口

となって外部発注し、逐次交

渉しながら取り組む

33.3% (5)

【20⼈未満（15社）】

自社の担当者のみで

取り組む

20.0% (11)

情報系企業に外部発注

してすべて任せる

9.1% (5)

自社のデジタル担当者が

窓口となって外部発注し、

逐次交渉しながら取り組む

70.9% (39)

【20⼈以上（55社）】

（５）クラウドを利用していますか。（複数選択可） 

 
（６）上記以外に使用している DX ツールがあればお答えください。（自由記述） 

 
（７）DX をどのように取り組んでいますか。または取り組む予定ですか。（一つ選択） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料等のデータをクラウドに保存している

データ以外にアプリケーションソフト等もクラ
ウドのものを利用している（SaaSの利用）

取引業者とのデータの送受信に利用している

利用していない

32 (56.1%)

10 (17.5%)

11 (19.3%)

17 (29.8%)

11 (61.1%)

5 (27.8%)

6 (33.3%)

6 (33.3%)

0 10 20 30 40

20⼈以上（57社）
20⼈未満（18社）

【20 人以上（６社）】 
・MC-frome、sales force 
・リスクステーション 
・リモートデスクトップ（Windows） 
・ハード面で「データーサーバー」を自前で製作（セキュリティー対策） 
・Zoho 
・クラウドＰＢＸ 
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操作に手間取り時短にならない

対費用効果が見えない

終わりが見えない

その他

7 (13%)

36 (66.7%)

12 (22.2%)

5 (9.3%)

7 (43.8%)

7 (43.8%)

8 (50%)

5 (31.3%)

0 10 20 30 40

20⼈以上（54社）
20⼈未満（16社）

●問５ 貴社のＤＸに対する考え、問題点についてお尋ねします。 
（１）DX のメリットは何だと思いますか。（複数選択可） 

 
（２）DX のデメリットは何だと思いますか。（複数回選択可） 

新たな価値を創造できる

作業時間が短くなる

作業に誤りが少なくなる

競合他社と差別化できる

その他

4 (23.5%)

8 (47.1%)

10 (58.8%)

2 (11.8%)

4 (23.5%)

20 (35.1%)

42 (73.7%)

39 (68.4%)

12 (21.1%)

3 (5.3%)

0 10 20 30 40 50

20⼈以上（57社）
20⼈未満（17社）

【その他の回答】 
 〇20 人以上 

・特になし 
・明確なメリットがわからない 
・作業・業務の標準化 

 〇20 人未満 
  ・共有 
  ・良いと思うがついて行けない。それでも必要ということで注文頂ける「範囲」で仕事を

している。 
  ・”対応中”と元請に答えなければならないから 
  ・消失リスクの軽減 

【その他の回答】 
 〇20 人以上 

・特になし 
・未習熟な人への教育に手間がかかる 
・非デジタル人材に疎外感が生じること 
・セキュリティマストの増大 
・トラブル発生時に対処できる人員が少ない、影響が大きい 

 〇20 人未満 
  ・対応出来ない自分がいる。必要な「範囲」で教わりながら対応している。 
  ・特になし 
  ・固定的な顧客数社との取引をしている零細製造業には不要である。 
  ・企業の規模に適したパッケージが少ない。 
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（３）DX の取り組みに向けての貴社の課題は何ですか。または何でしたか。（複数選択可） 

 
  

対費用効果が見えない

メリットがわからない

最初の取り組み対象がわからない

社内の取り組む意識が弱い

その他

23 (41.1%)

7 (12.5%)

15 (26.8%)

24 (42.9%)

10 (17.9%)

7 (46.7%)

4 (26.7%)

3 (20%)

8 (53.3%)

4 (26.7%)

0 5 10 15 20 25 30

20⼈以上（56社）
20⼈未満（15社）

【その他の回答】 
 〇20 人以上 

・人材不足 
・人材の確保と育成 
・人材教育 
・社内ＤＸの体系図、概要図、マニュアル等が未整備 
・人手不足 
・属人化している作業のデータ化 
・汎用的なものは社風になじまない。 
・標準化出来ていない部門がある。 
・ＩＴ関連従事者後継者問題 
・費用対効果 

 〇20 人未満 
  ・特になし 
  ・わからない 
  ・時間 
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取り組む

56.3% (27)

取り組まない

2.1% (1)

わからない

41.7% (20)

【20⼈以上（48社）】

取り組む

45.8% (11)

取り組まない

4.2% (1)

わからない

50.0% (12)

【20⼈未満（24社）】

（４）DX の取り組みに向けて貴社に不足しているものは何ですか。または何でしたか。 

（複数選択可） 

 
 
●問６ ＤＸに取り組んでいない企業にお尋ねします。 
（１）DX のメリット等を理解し、自社でも出来るとわかったら取り組みますか。（一つ選択） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人材

技術

費用

見つからない

その他

46 (80.7%)

31 (54.4%)

19 (33.3%)

5 (8.8%)

1 (1.8%)

11 (64.7%)

6 (35.3%)

9 (52.9%)

2 (11.8%)

3 (17.6%)

0 10 20 30 40 50 60

20⼈以上（57社）
20⼈未満（17社）

【その他の回答】 
〇20 人以上 

・社内ＤＸの体系図、概要図、マニュアル等を体系的に整理できる人材  

〇20 人未満 
・時間 
・わからない 
・必要性 
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産業人材の育成強化に関するアンケート調査 回答用紙 

製造業の自動化・デジタル化・システム化（ＤＸ） 

製造系企業対象 ～自社の IT を活用した業務や DX 推進について～ 

【ご回答企業の情報】 

※ご回答に不明な点がある場合、ご記載いただいた電話番号にご連絡する場合があります。 
 
●問１ 貴社のビジネスモデルについてお尋ねします。 

（１）対象となる顧客はどなたですか。（一つ選択） 

□１．取引先企業  □２．親会社・子会社  □３．一般消費者  □４．特定消費者（会員等） 

□５．その他（                             ） 
 

（２）顧客にどのような価値を提供していますか。（複数選択可） 

□１．高精度  □２．信頼性      □３．仕様どおりの正確性  □４．提供速度 

□５．低価格  □６．アイデアの提案  □７．技術のノウハウ    □８．手厚いサポート 

□９．その他（                             ） 
 

（３）貴社の強みは何ですか。（複数選択可） 

□１．量産の速度     □２．量産の品質    □３．一点物の製作   □４．原価計算によるコスト管理 

□５．優秀な職人の存在  □６．情報技術の活用  □７．ネットを使った販路拡大 

□８．マスカスタマイゼーション※1               □９．その他（                   ） 
 

（４）貴社の強みは収益と結びついていますか。（一つ選択） 

□１．結びついている    □２．ほぼ結びついている  □３．もっと結びつけられる 

□４．うまく結びつかない  □５．わからない 
 

（５）企業活動において貴社と競合する企業は、どのくらいありますか。（一つ選択） 

□１．10 社以上   □２．1 社以上 10 社未満   □３．自社のみ   □４．わからない 
 

（６）貴社が競合他社と差別化を図るために今後注力すべきものは何ですか。（複数選択可） 

□１．量産の速度     □２．量産の品質    □３．一点物の製作   □４．原価計算によるコスト管理 

□５．優秀な職人の雇用  □６．情報技術の活用  □７．ネットを使った販路拡大 

□８．マスカスタマイゼーション※1               □９．特になし 

□10．その他（                                           ） 
 

（７）中期目標は、どのくらいの期間で立案されていますか。（一つ選択） 

□１．5 年以上  □２．3 年以上 5 年未満  □３．3 年未満  □４．立てていない 
 

（８）過去の中期目標の達成率は、どのくらいですか。（一つ選択） 

□１．80％以上  □２．50％以上 80％未満  □３．50％以下  □４．立てていない 
 

※１ マスカスタマイゼーション…量産時に顧客ごとの注文に応じて、部品の色や形状などを変える（カスタム化する）

こと 

貴社名  

ご回答部署名  部署電話番号  

従業員数 
・全社         人  （内技術者従業員数     人） 

・貴事業所内      人  （内技術者従業員数     人） 

従業員平均年齢 約    歳 平均勤続年数    年    ケ月 

貴社住所 
〒   -   神奈川県  

業種  年間売上高  

生産内容  
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●問２ 貴社のデジタル化※2の推進度についてお尋ねします。 

（１）貴社の一般従業員で７割程度以上の方が当てはまる IT スキルは何ですか。（複数選択可） 

□１．インターネットを使って、必要な情報の検索が行える 

□２．メールの送受信が行える 

□３．文書作成ソフト（Word 等）や表計算ソフト（Excel 等）を業務に活かしている 

□４．プリンターに印刷されなかったときに、自分で原因を特定して対処できる 
 

（２）貴社では、次の業務にどのような手段を用いますか。（複数選択可） 

① 社外との連絡    □１．コミュニケーションツール※3
 □２．電子メール    □３．電話 

② 社外への書類送付  □１．オンラインストレージ※4    □２．電子メール    □３．郵送 

③ 社内会議・打合せ  □１．オンライン        □２．対面 

④ 生産工程管理    □１．専用ソフト        □２．Word・Excel 等     □３．紙 

⑤ 図面等の管理    □１．専用ソフト        □２．Excel 等           □３．紙 

⑥ 業務報告書作成   □１．専用ソフト        □２．Word・Excel 等     □３．手書き 

⑦ 経理事務      □１．専用ソフト        □２．Access・Excel 等   □３．紙 

⑧ 人事労務      □１．専用ソフト        □２．Access・Excel 等   □３．紙 

⑨ 顧客管理      □１．専用ソフト        □２．Access・Excel 等   □３．紙 
 

※2 デジタル化…ここでは、パソコンやスマートフォン等の電子機器を使用して、効率的にデータを処理したり、共

有したりすることを意味します。 

※3 コミュニケーションツール…Skype、Zoom に代表されるネットワークで接続している相手と会話や文章のやり

取りができるソフトウェア 

※4 オンラインストレージ…Google Drive、Dropbox に代表されるネットワークを通じてデータの保管や共有などが

行えるサービス 
 

（３）貴社で現在デジタル化に取り組んでいる、または取り組みを検討している業務はどれですか。（外注を含む。業務

ごと一つずつ選択） 

 工 程 項番 デジタル化への取り組み業務 取り組ん
でいる 

今後取り
組みたい 

予定は 
ない 

業務をし 
ていない 

エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
チ
ェ
ー
ン 

研究開発 1  研究開発支援 □１ □２ □３ □４ 
 

商品企画 2  市場調査・分析支援 □１ □２ □３ □４ 

3  企画支援 □１ □２ □３ □４ 
 

製品設計 4  基本設計支援 □１ □２ □３ □４ 

5  詳細設計支援 □１ □２ □３ □４ 
 

工程設計 6  工程・製造プロセスシミュレーション □１ □２ □３ □４ 

7  生産準備自動化 □１ □２ □３ □４ 

8  自動フィードバック □１ □２ □３ □４ 

9  生産試作支援 □１ □２ □３ □４ 

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン 

 
受発注 10  共同受注 □１ □２ □３ □４ 

11  部材調達支援 □１ □２ □３ □４ 
 

生産管理 12  生産 適化 □１ □２ □３ □４ 

13  多品種少量化 □１ □２ □３ □４ 

14  生産スケジュール支援 □１ □２ □３ □４ 

15  在庫管理支援 □１ □２ □３ □４ 
 

生産  
（加工組立） 

16  製造プロセス 適化 □１ □２ □３ □４ 

17  運用 適化 □１ □２ □３ □４ 

18  予知保全（社内） □１ □２ □３ □４ 

19  遠隔保守（社内） □１ □２ □３ □４ 

20  技能継承（匠の技のデジタル化） □１ □２ □３ □４ 

品質管理 21  品質管理支援 □１ □２ □３ □４ 
 

物流・販売 22  物流 適化 □１ □２ □３ □４ 

23  販売予測 □１ □２ □３ □４ 
 

保守 24  予知保全（顧客） □１ □２ □３ □４ 

25  遠隔保守（顧客） □１ □２ □３ □４ 

26  運用 適化（顧客） □１ □２ □３ □４ 

27  全く新たなサービス □１ □２ □３ □４ 

その他 28  上記以外の業務 （２－ａ）へ （２－ｂ）へ   
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（２－ａ）（３）の表の業務以外に既にデジタル化に取り組まれている業務（外注含む）があればお書きください。 

 

 

（２－ｂ）（３）の表の業務以外に今後デジタル化に取り組む予定の業務（外注含む）があればお書きください。 

 

 

（４）（３）でお聞きした現在取り組んでいる業務のうち、システムとしてデジタル処理が連携している業務があれば、

例に倣い枠に表中の項番をお書きください。 

（例）11.部材調達支援、14.生産スケジュール支援、15.在庫管理支援、21.品質管理支援が連携されている場合 

□―□―□―□―□ 
【回答】 

①□―□―□―□―□ 
②□―□―□―□―□ 
③□―□―□―□―□ 

④□―□―□―□―□ 
⑤□―□―□―□―□ 
⑥□―□―□―□―□ 

 

●問３ 貴社のＩＴに携わる技術者の状況についてお尋ねします。 

（１）デジタル技術従事者はいますか。いる場合、その人数と関連資格を有する方の人数は何人ですか。（一つ選択） 

（ソフトウェアをインストールできる方、または社内のデジタルに関するトラブル解決ができる方、もしくは Excel

のマクロ等のプログラムが組める方で、CAD オペレーター等の生産活動に直接関連のある者を除きます。ただし、

兼務されている場合は人数に含めます。関連資格は、IPA 上級システムアドミニストレーター程度を指します。） 

□１．いる ⇒ 人数（    ）人 内、有関連資格者（    ）人  □２．いない 
 

（２）システム管理者はいますか。いる場合、その人数と関連資格を有する方の人数は何人ですか。（一つ選択） 

（社内ネットワークやサーバー管理に従事する者をいいます。なお、「（１）デジタル技術従事者」と兼務の場合も

人数に含めます。関連資格は、Cisco CCNA 程度を指します。）   

□１．いる ⇒ 人数（    ）人 内、有関連資格者（    ）人  □２．いない 
 

（３）「（１）デジタル技術従事者」や「（２）システム管理者」が所属している部門はどこですか。（複数選択可） 

□１．デジタルまたはシステム専門部門  □２．設計開発部門  □３．製造部門  □４．生産管理部門 

□５．保守部門  □６．営業  □７．その他（                         ） 
 

（４）貴社の経営全体を統括する部門はありますか。ある場合、所属する従事者は何人ですか。（一つ選択） 

□１．ある ⇒ 人数（    ）人  □２．ない 
 

（５）貴社全体の業務フローを見渡せる統括者は何人いますか。その内、デジタル技術の知識を有する方は何人いますか。 

  （      ）人  内、デジタル技術の知識を有する者（      ）人 
 

（６）「（１）デジタル技術従事者」または「（２）システム管理者」と「（４）統括部門の従事者」または「（５）統括者」

を兼務する者はいますか。いる場合、その人数は何人ですか。（一つ選択） 

□１．いる ⇒ 人数（    ）人   □２．いない 
 

（７）貴社の技術者が外部の研修に参加するとき、どのような日程の研修が参加しやすいですか。（一つ選択） 

（選択肢は 4 日の講習を例とした場合です。） 

□１．週に 1 回ずつ 1 か月かける方が参加しやすい  □２．1 週間に 4 日と集中した方が参加しやすい 

□３．週に 2 回ずつ 2 週間ぐらいが参加しやすい   □４．どれとも言えない 

11   14    15    21 



－ 66 － 
 

●問４ 貴社のＤＸ※5の推進度についてお尋ねします。 

（１）DX※5に取り組まれていますか。（一つ選択） 

□１．取り組み、成果が得られている  □２．取り組もうと努力しているが、成果が得られていない 

□３．これから取り組む予定である   □４．概念はわかっているが、どこに適用してよいかわからない 

□５．正直、デジタル化との違いがわからない → ４または５を選択された場合は、問６へ 
 

（２）DX※5はどのような形で推進されていますか。または推進予定ですか。（一つ選択） 

□１．全社戦略に基づき部門を超えて進める  □２．全社戦略に基づき部門ごとに進める 

□３．全社戦略はなく、部門単位でできるところから進める 
 

（３）Excel のマクロ等のソフトウェア単体でのプログラムを活用していますか。（一つ選択） 

□１．活用し、成果が得られている  □２．活用しようと努力しているが、成果が得られていない 

□３．適用場所が分からない     □４．使用していない 
 

（４）RPA※6ツールを活用していますか。（一つ選択） 

□１．活用し、成果が得られている  □２．活用しようと努力しているが、成果が得られていない 

□３．知っているが、適用場所が分からない  □４．名前を耳にした程度である、または知らない 
 

（５）クラウド※7を利用していますか。（複数選択） 

□１．資料等のデータをクラウドに保存している 

□２．データ以外にアプリケーションソフト等もクラウドのものを利用している（SaaS の利用） 

□３．取引業者とのデータの送受信に利用している  □４．利用していない 
 

（６）上記以外に使用しているＤＸツールがあればお答えください。 

 

 

（７）DX をどのように取り組んでいますか。または取り組む予定ですか。（一つ選択） 

□１．自社の担当者のみで取り組む  □２．情報系企業に外部発注してすべて任せる 

□３．自社のデジタル担当者が窓口となって外部発注し、逐次交渉しながら取り組む 

※5 DX：企業活動の中心にデジタル化された資源を置き、その企業の強みが発揮できるように企業活動を変化させる行為 

※6 RPA：ソフトウェアを連携するために必要な入力を、人の手を介さずにソフトウェアで入力するといった自動化技術 

※7 クラウド：共有データをセキュリティが保たれたまま、いつでも、どこからでも読み書きできるサービス 
 

●問５ 貴社のＤＸに対する考え、問題点についてお尋ねします。 

（１）DX のメリットは何だと思いますか。（複数回答可） 

□１．新たな価値を創造できる  □２．作業時間が短くなる  □３．作業に誤りが少なくなる 

□４．競合他社と差別化できる  □５．その他（                      ） 
 

（２）DX のデメリットは何だと思いますか。（複数回答可） 

□１．操作に手間取り時短にならない  □２．対費用効果が見えない  □３．終わりが見えない 

□４．その他（                                      ） 
 

（３）DX の取り組みに向けての貴社の課題は何ですか。または何でしたか。（複数回答可） 

□１．対費用効果が見えない    □２．メリットがわからない  □３． 初の取り組み対象がわからない 

□４．社内の取り組む意識が弱い  □５．その他（                      ） 
 

（４）DX の取り組みに向けて貴社に不足しているものは何ですか、または何でしたか。（複数回答可） 

□１．人材  □２．技術  □３．費用  □４．見つからない  □５．その他（           ） 
 
●問６ ＤＸに取り組んでいない企業にお尋ねします。 

（１）DX のメリット等を理解し、自社でも出来るとわかったら取り組みますか。（一つ選択） 

□１．取り組む  □２．取り組まない  □３．わからない 
 

 

  
以上で、アンケートは終了です。貴重なお時間をいただきありがとうございました。 

恐れ入りますが、返信用封筒にてご返信をお願い致します。 
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（資料４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業アンケート調査結果（情報通信業企業） 
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●問１ 貴社のデジタル化案件の受注数等についてお尋ねします。 
業務のデジタル化に関する案件を次の種類に分けた場合、今年度に何件の相談、受注がありましたか。

（一つ選択） 
  

未回答 
 
●問２ 貴社のＤＸ案件の受注についてお尋ねします。 

（２）DX 案件を受注するとき、どのような形で任されますか。（複数選択可） 

要求分析から運用保守に至るま

で、全て任される 
発注側の窓口担当者との交渉によ

り、開発方針が決まる 

発注側の窓口担当者が自社の業務

フローを把握しており、指示され

た個別の案件に対する開発を行う 
有 有 有 

 
（３）ＤＸ案件を発注する企業の業種は何ですか。（複数選択可） 

建設業 製造業 運輸業 卸売業 小売業 金融業 不動産業 宿泊業 教育業 
医療・

福祉 

その

他 

有 有 有 有 有 有 有 有 有 有 － 

 
（５）製造業の企業がＤＸを進める上で、どの業務をデジタル化すると効率が上がると思われますか。

（複数回答可） 

受発注 生産管理 品質管理 加工組立 知財管理 顧客管理 人材管理 企業による その他 

有 有 有 有 有 有 有 有 － 

 
●問３ ＤＸ案件を発注する企業のＤＸの推進度についてお尋ねします。 も多く当てはまるものを

選択してください。 

（１）DX に取り組まれていますか。（一つ選択） 

取り組まれ、成果

が得られている 

取り組もうと努力

しているが、成果が

得られていない 

これから取り組む

予定である 

概念はわかっている

が、どこに適用してよ

いかわからない 

正直、デジタル化と

の違いがわからない 

有 － － － － 
 
（２）DX はどのような形で推進されていますか、または推進予定ですか。（一つ選択） 

全社戦略に基づき部門を超えて

進める 
全社戦略に基づき部門ごとに進

める 
全社戦略はなく、部門単位ででき

るところから進める 

有 － － 
 
（３）Excel のマクロ等のソフトウェア単体でのプログラムを活用していますか。（一つ選択） 

活用し、成果が得られ

ている 

活用しようと努力して

いるが、成果が得られて

いない 
適用場所が分からない 使用していない 

有 － －  
 
（４）RPA ツールを活用していますか。（一つ選択） 

活用し、成果が得られ

ている 

活用しようと努力して

いるが、成果が得られて

いない 

知っているが、適用場所

が分からない 
名前を耳にした程度で

ある、または知らない 

有 － －  
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（５）クラウドを利用していますか。（複数選択可） 

資料等のデータをクラ

ウドに保存している 

データ以外にアプリケ

ーションソフト等もク

ラウドのものを利用し

ている（SaaS の利用） 

取引業者とのデータの

送受信に利用している 
利用していない 

有 － －  
 
（６） 近、定着してきた次の技術を利用されていますか。（一つずつ選択） 

① IoT による機器（セ

ンサー、GPS など）から

の自動データ取得 

② クラウド上のデー

タ回収・蓄積 
③ ビッグデータの分

析・活用 
④ ＡＩ（機械学習）

の適用 

成果が出ている 成果が出ている 成果が出ている 成果が出ている 

 
●問４ ＤＸ案件を発注する企業のＩＴに携わる技術者の状況についてお尋ねします。 も多く当て

はまるものを選択してください。 

（１）デジタル技術従事者はいますか。（一つ選択） 

いる いない 

有 － 

 
（２）システム管理者はいますか。（一つ選択） 

いる いない 

有 － 

 

（３）「（１）デジタル技術従事者」や「（２）システム管理者」が所属している部門はどこですか。（複数選択可） 

デジタルまたは 
システム専門部門 

設計開発部門 製造部門 生産管理部門 保守部門 営業部門 統括部門 その他 

有 有 有 有 有 有 有 － 

 

●問５ ＤＸ案件を発注する企業の一般従業員の方のスキルについてお尋ねします。 

発注企業の一般従業員で７割以上の方が当てはまる IT スキルは何ですか。（複数選択可） 

インターネットを使っ

て、必要な情報の検索

が行える。 
メールの送受信が行える。 

文書作成ソフト（Word
等）や表計算ソフト

（Excel 等）を業務に活

かしている。 

プリンターに印刷でき

ないときに、自分で対処

できる。 

有 有 有 有 
 
●問６ ＤＸに対する貴社の考えについてお尋ねします。 
（１）DX のメリットは何だと思いますか。（複数選択可） 

新たな価値を創造

できる 
作業時間が短くなる 

作業に誤りが少

なくなる 
競合他社と差別化

できる 
その他 

有 有 有 有 － 
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（２）DX のデメリットは何だと思いますか。（複数選択可） 
操作に手間取り時短に

ならない 
対費用効果が見えない 終わりが見えない その他 

－ － － 有 

 
（３）DX を受注する場合、発注側の窓口担当者にあると望ましい能力は何ですか。（複数選択可） 

デジタイゼ

ーションの

知識 

デジタライ

ゼーション

の知識 

プログラミ

ング技術 
DX ツール

の知識 
案件の 
要求分析 

自社の 
業務分析 

コミュニ 
ケーション 

グループ

の統率 
その他 

－ － － － 有 有 有 有 － 
 
●問７ ＤＸ案件を受注する上での問題点についてお尋ねします。 

（１）DX の取り組みに向けての発注企業の課題は何ですか。または何でしたか。（複数選択可） 

対費用効果が見え

ない 
メリットがわから

ない 
初の取り組み対

象がわからない 
社内の取り組む意

識が弱い 
その他 

－ － － － 有 

 
（２）DX の取り組みに向けて発注企業に不足しているものは何ですか。または何でしたか。 

（複数選択可） 

人材 技術 費用 
見つからない、また

は不足はない 
その他 

有 － 有 － － 
 

（３）DX の取り組みにおける相談や受注後の要求分析時に、発注企業の担当者と意思疎通ができまし

たか。（一つ選択） 
通常の案件と同様にできた 専門用語の説明を補うことでできた できなかった 

有 － － 

 
（５）DX 案件を進める上で、困った事例はありましたか。 

  
 未回答 

 
●問８ DX を導入する企業の技術・技能者に必要な能力・技術の習得について、必要とされる研修内

容や、職業技術校等のスキルアップセミナーで実施するとよいと考える内容がございましたら、

ご自由にお書きください。

【その他回答】 

特になし 

【その他回答】 

特になし 

【自由記述】 
ＤＸの技術や知識等よりも、現状の自社内の問題点や課題、要求事項（なぜ、何をやりたいか）

を正確に把握し、社内外の関係者に伝えるためのコミュニケーションスキルの向上に努めること

が、必要な研修であると考える。 
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産業人材の育成強化に関するアンケート調査 回答用紙 

製造業の自動化・デジタル化・システム化（ＤＸ） 

情報通信系企業対象 ～発注企業の DX を支援する立場について～ 

【ご回答企業の情報】 

※ご回答に不明な点がある場合、ご記載いただいた電話番号にご連絡する場合があります。 

 

●問１ 貴社のデジタル化案件の受注数等についてお尋ねします。 

（１）業務のデジタル化に関する案件を次の種類に分けた場合、今年度に何件の相談、受注がありましたか。（一つ選択） 

① DX             □１．相談有（   ）件 → 受注に至る（   ）件  □２．相談なし 

② デジタライゼーション    □１．相談有（   ）件 → 受注に至る（   ）件  □２．相談なし 

③ デジタイゼーション      □１．相談有（   ）件 → 受注に至る（   ）件  □２．相談なし 

④ マスカスタマイゼーション  □１．相談有（   ）件 → 受注に至る（   ）件  □２．相談なし 

 

●問２ 貴社のＤＸ案件の受注についてお尋ねします。 

（１）貴社のＤＸに関連した案件の担当者は何人いますか。また、従事している平均年数は何年ですか。 

① ＤＸ案件担当者（    ）人  ② 従事平均年数（    ）年 

（２）DX 案件を受注するとき、どのような形で任されますか。それはそれぞれ何件程度ですか。（複数選択可） 

  □１．要求分析から運用保守に至るまで、全て任される    （   ）件 

  □２．発注側の窓口担当者との交渉により、開発方針が決まる （   ）件 

  □３．発注側の窓口担当者が自社の業務フローを把握しており、指示された個別の案件に対する開発を行う 

（   ）件 

（３）ＤＸ案件を発注する企業の業種は何ですか。（複数選択可） 

□１．建設業   □２．製造業  □３．運輸業  □４．卸売業   □５．小売業  □６．金融業 

□７．不動産業  □８．宿泊業  □９．教育業  □10．医療・福祉 □11．その他（      ） 

（４）（３）に関連してＤＸ案件を発注する企業の内、製造業の割合はどの程度ですか。 

（    ）％ 

（５）製造業の企業がＤＸを進める上で、どの業務をデジタル化すると効率が上がると思われますか。（複数回答可） 

□１．受発注   □２．生産管理  □３．品質管理   □４．加工組立  □５．知財管理 

□６．顧客管理  □７．人材管理  □８．企業による  □９．その他（            ） 

  

貴社名  

ご回答部署名  部署電話番号  

従業員数 
・全社         人  （内技術者従業員数     人） 

・貴事業所内      人  （内技術者従業員数     人） 

従業員平均年齢 約    歳 平均勤続年数    年    ケ月 

貴社住所 

 
〒   -    

業種  

生産内容  
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●問３ ＤＸ案件を発注する企業のＤＸの推進度についてお尋ねします。最も多く当てはまるものを選択

してください。 

（１）DX に取り組まれていますか。（一つ選択） 

□１．取り組まれ、成果が得られている  □２．取り組もうと努力しているが、成果が得られていない 

□３．これから取り組む予定である    □４．概念はわかっているが、どこに適用してよいかわからない 

□５．正直、デジタル化との違いがわからない 
 

（２）DX はどのような形で推進されていますか、または推進予定ですか。（一つ選択） 

□１．全社戦略に基づき部門を超えて進める  □２．全社戦略に基づき部門ごとに進める 

□３．全社戦略はなく、部門単位でできるところから進める 
 

（３）Excel のマクロ等のソフトウェア単体でのプログラムを活用していますか。（一つ選択） 

□１．活用し、成果が得られている  □２．活用しようと努力しているが、成果が得られていない 

□３．適用場所が分からない     □４．使用していない 
 

（４）RPA ツールを活用していますか。（一つ選択） 

□１．活用し、成果が得られている  □２．活用しようと努力しているが、成果が得られていない 

□３．知っているが、適用場所が分からない 

□４．名前を耳にした程度である、または知らない 
 

（５）クラウドを利用していますか。（複数選択可） 

□１．資料等のデータをクラウドに保存している 

□２．データ以外にアプリケーションソフト等もクラウドのものを利用している（SaaS の利用） 

□３．取引業者とのデータの送受信に利用している  □４．利用していない 

 

（６） 近、定着してきた次の技術を利用されていますか。（一つずつ選択） 

① IoT による機器（センサー、GPS など）からの自動データ取得 

□１．成果が出ている □２．活かしきれていない □３．導入したばかり 

□４．導入予定 □５．導入していない 

② クラウド上のデータ回収・蓄積 

□１．成果が出ている □２．活かしきれていない □３．導入したばかり 

□４．導入予定 □５．導入していない 

③ ビッグデータの分析・活用 

□１．成果が出ている □２．活かしきれていない □３．導入したばかり 

□４．導入予定 □５．導入していない 

④ ＡＩ（機械学習）の適用 

□１．成果が出ている □２．活かしきれていない □３．導入したばかり 

□４．導入予定 □５．導入していない 

⑤ その他（                                   ） 

 

●問４ ＤＸ案件を発注する企業のＩＴに携わる技術者の状況についてお尋ねします。最も多く当ては

まるものを選択してください。 

（１）デジタル技術従事者はいますか。いる場合、その人数と関連資格を有する方の人数は何人ですか。（一つ選択） 

（上級システムアドミニストレーター資格者、または同等の知識技術を有する者、または社内のデジタルに関する

トラブル解決ができる者、もしくは Excel のマクロ等のプログラムが組める者で、CAD オペレーター等の生産活動

に直接関連のある者を除きます。ただし、兼務されている場合は人数に含めます。） 

□１．いる ⇒ 人数（    ）人 内、有関連資格者（    ）人  □２．いない 
 

（２）システム管理者はいますか。いる場合、その人数と関連資格を有する方の人数は何人ですか。（一つ選択） 

（Cisco CCNA 資格者、または社内ネットワークやサーバー管理に従事する者をいいます。なお、「（１）デジタル

技術従事者」と兼務の場合も人数に含めます。）  

□１．いる ⇒ 人数（    ）人 内、有関連資格者（    ）人  □２．いない 
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（３）「（１）デジタル技術従事者」や「（２）システム管理者」が所属している部門はどこですか。（複数選択可） 

□１．デジタルまたはシステム専門部門  □２．設計開発部門  □３．製造部門  □４．生産管理部門 

□５．保守部門   □６．営業部門   □７．統括部門    □８．その他（           ） 

 

●問５ ＤＸ案件を発注する企業の一般従業員の方のスキルについてお尋ねします。 

（１）発注企業の一般従業員で７割以上の方が当てはまる IT スキルは何ですか。（複数選択可） 

□１．インターネットを使って、必要な情報の検索が行える。 

□２．メールの送受信が行える。 

□３．文書作成ソフト（Word 等）や表計算ソフト（Excel 等）を業務に活かしている。 

□４．プリンターに印刷できないときに、自分で対処できる。 

●問６ ＤＸに対する貴社の考えについてお尋ねします。 

（１）DX のメリットは何だと思いますか。（複数選択可） 

□１．新たな価値を創造できる  □２．作業時間が短くなる  □３．作業に誤りが少なくなる 

□４．競合他社と差別化できる 

□５．その他 
 

 

（２）DX のデメリットは何だと思いますか。（複数選択可） 

□１．操作に手間取り時短にならない  □２．対費用効果が見えない  □３．終わりが見えない 

□４．その他 
 

 

（３）DX を受注する場合、発注側の窓口担当者にあると望ましい能力は何ですか。（複数選択可） 

□１．デジタイゼーションの知識  □２．デジタライゼーションの知識  □３．プログラミング技術 

□４．DX ツールの知識  □５．案件の要求分析  □６．自社の業務分析  □７．コミュニケーション 

□８．グループの統率  □９．その他 
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●問７ ＤＸ案件を受注する上での問題点についてお尋ねします。 

（１）DX の取り組みに向けての発注企業の課題は何ですか。または何でしたか。（複数選択可） 

□１．対費用効果が見えない  □２．メリットがわからない  □３． 初の取り組み対象がわからない 

□４．社内の取り組む意識が弱い  □５．その他（                     ） 
 

（２）DX の取り組みに向けて発注企業に不足しているものは何ですか。または何でしたか。（複数選択可） 

□１．人材  □２．技術  □３．費用  □４．見つからない、または不足はない 

□５．その他（                                      ） 
 

（３）DX の取り組みにおける相談や受注後の要求分析時に、発注企業の担当者と意思疎通ができましたか。（一つ選択） 

□１．通常の案件と同様にできた  □２．専門用語の説明を補うことでできた  □３．できなかった 

→ １を選択された場合は、（５）へ 

（４）意思疎通ができなかった原因は何ですか。（複数選択可） 

□１．発注側に DX の知識がなかった   

□２．発注側の知識が不足しており、要求はあったが、こちらの提案と食い違った 

□３．「DX に取り組みたい」が先立ち、要求内容がわからなかった 

□４．その他 
 

 

 

（５）DX 案件を進める上で、困った事例はありましたか。あれば差し支えない範囲で内容をお書きください。 
 

 

●問８ DX を導入する企業の技術・技能者に必要な能力・技術の習得について、必要とされる研修内容

や、職業技術校等のスキルアップセミナーで実施するとよいと考える内容がございましたら、ご

自由にお書きください。 

 

 

 

 

以上で、アンケートは終了です。貴重なお時間をいただきありがとうございました。 
恐れ入りますが、返信用封筒にてご返信をお願いいたします。 
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